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主 文

１ 被控訴人らの附帯控訴に係る主位的請求を棄却する。

２ 控訴人の控訴に基づき，原判決主文第１項を次のとおり変更す

る。

(1) 控訴人は，名張市に対して，１９９８万７３５０円及びこれ

に対する平成１１年８月２１日から支払済みまで年５分の割合

による金員を支払え。

(2) 被控訴人らのその余の請求を棄却する。

３ 本件訴訟のうち，選定者甲，同乙及び同丙の請求に関する部分

は，同人らの死亡により終了した。

４ 訴訟費用（附帯控訴費用を除く）は，第１，２審を通じてこれ

を３５分し，その１を控訴人の負担とし，その余を被控訴人らの

負担とし，附帯控訴費用は，被控訴人らの負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の求める裁判

（控訴人）

１ 原判決を取り消す。

２ 被控訴人らの請求(当審において拡張された請求を含む｡)を棄却する。

（被控訴人ら）

１ 主位的請求（請求の拡張）

控訴人は，名張市に対して，７億３０５１万０６８９円及びこれに対する

平成１１年８月２１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 予備的請求（原判決主文第１項同旨）

控訴人は，名張市に対して，２億７４３１万７４４２円及びこれに対する

平成１１年８月２１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要
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１ 本件は，名張市（以下単に「市」という。）の住民である被控訴人らが，

市の斎場建設用地として市が土地所有者との間で原判決別紙１物件目録記載

１ないし２１の土地（以下「本件各土地」という。）の売買契約を締結して

代金の一部を支払い，土地所有者や近隣工場に対して損失補償として金員を

支出したことにつき，財務会計上の違法があるとして，市に代位して，元名

張市長である控訴人に対して，平成１４年法律第４号による改正前の地方自

治法２４２条の２第１項４号に基づき損害賠償請求をする住民訴訟の控訴審

である。

２ 原審は，土地取得についての議決を求めるに当たって控訴人が市議会にし

た説明には重大な誤り及び欠落があり，審議がなされたとはいえないから，

議会の議決を経たことを条件とする土地売買契約は条件が成就しておらず，

したがって，売買代金及び売買契約の成立を前提とする損失補償等の支出は

いずれも違法であるとして，被控訴人らの請求を全部認容した。そこで，こ

れを不服とする控訴人が控訴した。

３ 被控訴人らは，原審において，当初の訴えを変更して，市から土地所有者

らに実際に支払われた金額を損害として７億１０４５万４６３９円及びこれ

に対する遅延損害金の請求をしていたところ（平成１３年４月１３日付け請

求の趣旨変更申立書），平成１４年１１月２８日に，請求額を，適正な支出

として主張する額と実際の支出額との差額である２億７４３１万７４４２円

及びこれに対する遅延損害金として請求を減縮したものであるが（なお，適

正な支出額として主張する額は，その後更に減額されたが，上記の請求額は

そのまま維持された。），当審において再び請求を拡張して，議会の議決が

不存在又は無効であることを理由として，土地所有者及び近隣工場に支出さ

れた全額（７億３０５１万０６８９円）を損害として同額及びこれに対する

遅延損害金の請求を主位的請求とし，上記の２億７４３１万７４４２円及び

これに対する遅延損害金の請求を予備的請求とした。
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なお，選定者甲（平成１４年８月１日死亡），同乙（平成１３年７月２３

日死亡），同丙（平成１３年１月１２日死亡）の請求に関する部分は，同人

らの死亡により終了した。その余の選定者である被控訴人らは，当審で被控

訴人となるべき者の選定を取り消して各自が被控訴人となり，被控訴人丁は

訴えを取り下げた。

４ 事実関係は，下記５のとおり補正し，後記６のとおり当審における当事者

の主張を付加するほか，原判決の「事実」欄第２に記載のとおりであるから，

これを引用する。

５ 原判決の補正

(1) 原判決５頁２１行目末尾に，「（平成１１年６月２５日の市議会におけ

る本件各土地を取得する議案の議決を，「本件議決」という。）」を加え

る。

(2) 原判決６頁７行目の「本件１・14～21土地は，」の後に，「敷地となら

ないばかりか散歩道を配して公園として利用するにも適さない，借景にも

ならない有効利用が望めない下り斜面なのであり，」を加え，同８行目末

尾に，「これらの不必要な土地を買収したことによる市の損害額は，原判

決別紙３の【仮１】の内不要分に記載のとおり，５４０２万２２９６円で

ある。」を加える。

(3) 原判決６頁２５行目から７頁４行目までを，次のとおり改める。

「ａ 本件各土地の適正価格は，合計２億７５７４万７３１２円である（原

判決別紙３の【仮１】記載のとおり。）。これは，不動産鑑定士ｂ-ⅰ作

成の不動産鑑定評価書（甲１３２。ｂ-ⅰ鑑定）で鑑定対象となっている

土地の価格を同鑑定どおりとし，それ以外の土地（雑種地，山林）につ

いては，隣接するｆ工業団地の買収単価によったものである。市は，こ

れを合計６億２７７７万０７６１円で買い取ったから，両者の差額３億

５２０２万３４４９円が市の被った損害となる。」
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(4) 原判決７頁５行目の「原告の依拠した」を，「控訴人の依拠した」と改

める。

(5) 原判決９頁２行目と３行目の間に，次を加える。

「ｄ 控訴人としては，ｂ-ⅱ第２鑑定は極めて不合理であり，議員からも買

収価格が異常に高いとの指摘を受けていたのであるから，これを批判的

に検討し，同鑑定士により正確な鑑定を求めるべきであったのに，これ

をせず，鑑定書を検討すらせず，電話で結果だけを聴き取り，議会に提

案をした。疑問の多いｂ-ⅱ第２鑑定だけに依拠することは危険であり，

他の不動産鑑定士から鑑定を取得する，あるいは土地評価委員会のよう

な検討機関を設けて検討する等の調査を行う義務があった。これは「公

共用地の取得に伴う損失補償算定基準」（以下「本件算定基準」という。

甲１１１）にある「土地評価事務要領」からも控訴人に課せられた義務

であったにもかかわらず，控訴人は十分な調査をしなかった。」

(6) 原判決１０頁６行目と７行目との間に，次を加える。

「(ｴ) 被控訴人らが入手した本件牛舎建築時の基礎図面等を使って本件算定

書のずさんな積算の一部を訂正すると，過剰補償額は，Ａ棟からＥ棟ま

でについて合計１億０４７７万１８１９円，工作物については２９６４

万１２４５円，動産移転料については３４１万０５０８円で，合計１億

３７８２万３５７２円となり，本件算定書の補償額３億４８４９万７２

７８円の約３９．５５％にも当たるのである。」

(7) 原判決１０頁１２行目と１３行目の間に，次を加える。

「カ 控訴人の故意又は過失の存在

前記（原判決「事実」欄第２の１(3)ア）の控訴人の一連の行為に照ら

し，控訴人には，市の損害の発生について故意があった。仮にそうでな

いとしても過失があったことは明らかである。」

(8) 原判決１０頁１３行目末尾に，「（予備的請求）」を加える。
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(9) 原判決１０頁1６行目末尾に，次を加える。

「（ただし，被控訴人らが最終的に主張する下記③の適正額（本件各土地の

適正額総額から買収不要分の土地の額を差し引いた残額）は原判決別紙第

３の【仮１】に記載のとおり２億２１７２万５０１６円であるから，上記

の損害額は実際の損害の一部である。）」

(10) 原判決１１頁１１行目の「(6)」の後に，「（予備的請求）」を加える。

(11) 原判決１１頁２５行目の「その対価の決定について」を削除する。

(12) 原判決１５頁９行目と１０行目の間に，次を加える。

「 なお，同鑑定を行ったｂ-ⅱ鑑定士は，平成１１年当時は前面市道の完成

後の状態として幅員１１メートルと確認しており（乙６２），鑑定書の№

Ｂ標準画地で１６メートルを採用しているのは都市計画街路の規格を入れ

たまでで，実際の幅員１１メートルとの差は片側の歩道がないことによる

ものであって，車道部分は幅員１６メートルの道路と同じであるから評価

には影響しない。」

(13) 原判決１９頁１８行目の「平成１１年３月」を，「平成１１年２月１

日」と改める。

(14) 原判決２０頁２４行目と２５行目の間に，次を加える。

「(カ) 市には土地評価委員会のような検討機関はないし，法的にもそのよ

うな機関による検討が義務づけられているわけではない。また，専門

家である不動産鑑定士の評価額を信頼したからといって，そのことが

違法であるということはできない。鑑定書に明白な誤りがあり，それ

によって鑑定結果が大きく異なるにもかかわらず，それを見落とした

という場合なら格別，そのような誤りがないにもかかわらず，不動産

の専門家でもない控訴人が，ｂ-ⅱ第２鑑定の結果に基づいて契約した

ことが裁量権の逸脱濫用に当たるということはできない。」

(15) 原判決２２頁２４行目の「ａ-ⅰ」を，「建設技術センターの担当者ａ
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-ⅰ」と改める。

(16) 原判決２４頁６行目及び７行目の「規準」を，いずれも「基準」と改

める。

(17) 原判決２４頁１８行目の「(3)エ，オの事実」を，「(3)エないしカの

事実」と改める。

６ 当審における当事者の主張

（被控訴人ら）

(1) 原判決第２の１(2)（財務会計行為）アないしエの支出負担行為及び支出

に共通する違法性

ア 議決不存在

控訴人は，本件牛舎地の引渡時期を，牛舎移転先保安林についての森

林法２９条の解除予定通知後１８か月以内とすること及びｆ区に点在す

る牧場主の牛舎施設等の移転統合に関して，市が保安林解除申請手続を

行い，かつ，損失補償基準に基づき算定した補助金額を上限として補助

金を交付することを内容に含んだ本件協定書（「斎場整備事業に伴う用

地・補償等に関する協定書」）を取り交わし，本件協定書に従った契約

の履行を進めるつもりであったにもかかわらず，平成１１年６月２５日

の市議会（以下「本件議会」という。）で，本件協定書の存在を秘匿し

て同月２１日付け（一部については２３日付け）の土地売買契約書等

（以下同日付けの土地売買契約を，「本件仮契約」という。）を示して，

議員の質問に対し，ａ-ⅱ助役（以下単に「助役」という。）に，本件各

土地の明渡期限は平成１２年３月３１日であって条件は付されていない

と虚偽の答弁をさせ，その場にいながら訂正せず，自らも斎場の建設開

始時期について平成１２年度中に着工できればなどと実現不可能な虚偽

の発言を行って，本件各土地の取得を議決させた。

市議会は，本件協定書に記載された牛舎移転期限に関する取決めと補
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助金の必要性が明らかにされていれば，本件牛舎地の取得を議決しなか

った可能性が極めて大きいことに鑑みれば，控訴人は，市議会に対して

単に説明不十分であったに留まらず，虚偽の説明などにより審議対象を

本来審議すべき本件協定書から本件仮契約にすり替えていたものという

べきである。そして，このような虚偽の説明による審議対象のすり替え

は，極めて重大かつ明白な議決手続の瑕疵であるから，これをもって議

決があったとはいえない。

なお，牛舎移転期限に関する取決めと補助金の必要性が説明されてい

れば議決されなかった可能性が極めて高いとまではいえないとしても，

虚偽の説明によって審議対象のすり替えを行ったことにより，やはり議

決は不存在というべきである。

イ 議決無効

仮に，本件議決が存在するとしても，本件議決は，虚偽の説明による

審議対象のすり替えという重大かつ明白な手続瑕疵の帰結であって，市

議会が一方的に虚偽の説明等に騙された結果であるといえるから，本件

議決が無効であることは明らかである。

(2) 請求の拡張（主位的請求）

ア 上記のとおり，本件各土地の取得に関する契約の審議がなされたとは

いえず，この議会の議決（本件議決）はないものと評価するべきであり，

仮に議決があったと評価されても無効というべきであって，本件仮契約

については有効な議会の議決がないものであるから，未だ本契約となら

ず，これによる売買代金の支出は全て違法である。また，牛舎の移転に

伴う損失補償契約，立木補償契約，近隣２工場に対する損失補償の契約

を控訴人が締結し，これらの契約に基づいて支出することも違法であっ

て，それらの支出については控訴人の故意が認められる。したがって，

平成１１年８月２０日までに支出された本件各土地の代金４億７０５７
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万０７６１円，本件各土地上の建物等の損失補償２億３４６９万７２７

８円，立木補償５１８万６６００円，近隣２工場に対する損失補償２０

０５万６０５０円の合計７億３０５１万０６８９円がすべて市の損害と

なる。

よって，被控訴人らは，控訴人に，市に対して，７億３０５１万０６

８９円及びこれに対する平成１１年８月２１日から支払済みまで年５分

の割合による遅延損害金を支払うよう求める。

イ 控訴人の主張(2)イ（消滅時効）について

市長が交代した平成１４年４月は，伊賀７市町村の合併論議等，首長

の決断を待っている問題が山積しており，前市長である控訴人の斎場計

画の遂行が異例の事務処理によって混乱を極めていた事実について，斎

場担当職員からｃ市長（以下「現市長」という。）に対して詳細が説明

されたのは，おそらく，現市長が斎場計画の見直案を議会に提出した平

成１４年９月の時点から遡ってそう遠くはないと思われる。また，本件

協定書が議決を経ていないこと，本件協定書と本件仮契約の内容が異な

ることに関する議会での説明の欠落，虚偽等について，それが控訴人の

不法行為であることを確信するまでには，種々の疑問の余地があったで

あろうから，これについて現市長が認識したのは被控訴人らと同時期で

あったと思われる。したがって，被控訴人らにとっても，代位される市

にとっても，控訴人の不法行為を原因とする損害の全てを賠償請求する

権利は，附帯控訴に踏み切った平成１７年５月２６日時点において，未

だ３年の時効期間を経過していない。

（控訴人）

(1) 当審における被控訴人らの主張(1)記載の事実は，いずれも否認する。

ア 本件協定書で，本件牛舎地の引渡時期が保安林の解除予定通知後１８

か月以内とされているのは，できるだけ早く引渡しを受ける必要のある
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市の利益のため最大限猶予できる範囲を設定したものであるが，具体的

な期限は，本件協定書を交わした後，本件仮契約を締結する段階で更に

その範囲内で定めることが予定されていたものであり，平成１２年３月

３１日という明渡期限は，解除予定通知後１８か月以内を更に具体的に

定めて確定期限としたものであって，両者は矛盾する内容ではない。ま

た，法的効力では，本件仮契約が市議会の議決を得た正式な契約である

のに対し，本件協定書は仮契約に過ぎず，本件仮契約が本件協定書に優

先して適用されるのであるから，控訴人としては，本件議決のあった後

は，本件仮契約に従った履行を相手方に求めていくことになる。

本件仮契約で明渡期限が平成１２年３月３１日と記載されたのは，予

算の単年度主義に基づく要請があり，年度を超えた明渡期限を設定する

ことはできなかったためである。また，実際，本件仮契約が締結された

平成１１年６月当時，契約上の期限である平成１２年３月３１日まで約

９か月の期間があり，その期間に解除予定通知を受けることは十分に可

能であって，本件仮契約に従った引渡しの履行は十分に可能であると控

訴人は考えていた。平成１１年度中に解除予定通知及び引渡しができな

かったのは，ひとえに解除予定地内で国内希少野生動物であるオオタカ

の生息が確認され，その調査が必要であったためである。

このように，明渡期限を変更せざるを得なくなったのは，契約後の事

情の変化によるものであって，控訴人が本件協定書に従った履行を進め

ようとしたことによるものではない。

イ 補助金については，本件各土地以外のｆ区内に存在する牛舎施設を本

件牛舎と共に移転統合することは，ｆ区から要望のあったもので，牛舎

所有者の都合による措置ではないため，不利益を被る牛舎所有者に，損

失補償基準に基づいて算定した金額を上限に補助金を交付しようという

ものであり，既に，平成１０年１０月１２日の市議会斎場建設調査特別



10

委員会（以下「特別委員会」という。）で説明済みである。また，牛舎

施設の移転統合は，本件斎場計画とは別個の事業であり，本件議決の対

象とされていた斎場建設用地に関する本件仮契約とは直接の関係がなく，

平成１１年６月当時，未だ具体的な時期・方法について決まっておらず，

予算計上もなく，議会に説明できるところまでには至っていなかった。

したがって，この補助金の交付の問題を，平成１１年６月当時の斎場建

設用地である本件各土地の取得を審議している過程で持ち出す必要はな

く，控訴人に説明義務もなかった。

ウ 本件議会における助役の答弁は，本件仮契約で定められた明渡期限を

正確に答えたものであり，何ら虚偽の答弁ではない。解除予定通知が平

成１２年３月３１日までに取得できないことが最初から確実に分かって

いたのであれば，本件仮契約の期限内の履行は不可能であるから，契約

上の期限は平成１２年３月３１日とのみ説明するのは，不誠実な答弁で

あるかもしれない。しかし，解除予定通知が平成１２年３月３１日まで

に取得できれば（実際，可能性は十分にあったし，控訴人もそのように

考えていた。），期限までの明渡しは十分可能であるから，本件協定書

の内容を説明しなかったからといって，虚偽の答弁をしたことにも不誠

実な答弁をしたことにもならない。

また，解除予定通知後でなければ本件牛舎地の明渡しを求めることが

できないということは，本件牛舎の移転先が保安林であることからも当

然のことであり，そのような誰でも知っていることまで説明する必要が

ないことはいうまでもない。むしろ，反対派の問題提起により，保安林

解除の問題点が明らかにされており，保安林解除が本件牛舎地の明渡し

の大前提であることが分かっていたのだから，市議会は，本件議案の審

議において，本件牛舎地の明渡し，斎場の建設着工が実際にはいつにな

るかなどの点について，控訴人の説明を聞くだけではなく，自ら調査を



11

するなどし，時間が足りなければ審議を継続して，更に議論を尽くすこ

とができたのであり，そのように審議を十分に尽くさず議決したとすれ

ば，それは市議会の責任である。

エ 被控訴人らが指摘する控訴人の発言は，本件の場合，保安林解除が相

当な長期間を要するほど困難なものではなく，控訴人もそのように認識

していたこと，本件協定書に照らしても，例えば牛舎の移転と斎場の建

設を同時着工する方法なども検討されていたことからすると，実現不可

能な虚偽の発言といえないことは明らかである。

オ 市議会に対し議決が求められていたのは，本件仮契約であって，本件

協定書ではない。

カ 仮に百歩譲って市議会が騙されていたとしても，平成１２年３月の時

点で契約どおりの明渡しができないことがわかったとき，市議会は予算

の繰越措置及び期限を延長する変更契約を承認したのであるから，平成

１１年６月の本件議決を追認したことになる（民法１２２条）。

キ 本件議決が不存在であることにより本件各土地の売買契約が成立しな

かったことになるのであれば，同契約により牧場主らに支払われた金員

は法律上の原因なくして給付されたものといわざるを得ず，市は牧場主

らに対して不当利得返還請求権を有している。したがって，市は，控訴

人に対して重ねて損害賠償請求権を行使することはできない。

また，斎場用地購入については，鑑定に基づく適正な対価を支払って

本件各土地の所有権を得て，登記も経由しているのであるから，市は対

価に見合う土地を取得しており，対価の支払が損害であるとはいえない。

(2) 被控訴人らの請求の拡張について

ア 本案前の主張

被控訴人らは，原審で，当初の請求額を，市から実際に支払われた金

額である７億１０４５万４６３９円に拡張し（平成１３年４月１３日付
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け請求の趣旨変更申立書），その後，請求を２億７４３１万７４４２円

に減縮する旨を申し立てた（平成１４年１１月２８日付け請求の趣旨変

更申立書）。この経緯に照らすと，原審で減縮した部分の請求は放棄し

たものとみなすべきであるから，この部分を改めて請求することは許さ

れない。

イ 消滅時効の抗弁

仮に請求の拡張が許されるとしても，２億７４３１万７４４２円を超

える部分に係る請求権は時効により消滅している。すなわち，被控訴人

らが市の支払額全部を損害として請求を拡張したことにより全額につい

て損害賠償請求権の時効が中断したとしても，平成１４年１１月２８日

に請求額を２億７４３１万７４４２円に減縮したことにより同額を超え

る部分については訴えの取下げがあったものであり，その部分について

は時効中断の効力は失われた。

控訴人は，平成１８年１月２０日の当審第１回口頭弁論期日において，

時効援用の意思表示をした。

第３ 当裁判所の判断

（当審における請求の拡張に対する控訴人の本案前の主張について）

控訴人は，被控訴人らが原審で減縮をした請求は，請求の放棄があったも

のと認めるべきであるから，当審で再度拡張して請求することは許されない

と主張する。しかしながら，被控訴人らは，本訴において，地方自治法２４

２条の２第１項４号により市が控訴人に対して有する損害賠償請求権を行使

するものであり，この権利は被控訴人らにおいて処分し得ないものであって，

請求を放棄することはできないもの（最高裁判所平成１７年１０月２８日第

二小法廷判決・民集５９巻８号２２９６頁）であるから，被控訴人らが原審

でした請求の減縮は訴えの一部取下げと解さざるを得ない。そして，第１審

の判決前の一部取下げである以上，同一の請求について再度訴えを提起する
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ことは可能であるから，請求の拡張も同様に許されるものというべきである。

したがって，控訴人の上記主張は採用することができない。

（本案について）

１ 請求原因(1)（当事者），(2)（財務会計行為）及び(5)（住民監査請求の前

置）の事実は当事者間に争いがない。

２ 本件の経緯等及び請求原因(3)ア（各支出負担行為及び支出に関する共通の

違法性 )についての当裁判所の認定，判断は，別紙のとおり補正した原判決

「理由」欄の２及び３と同一である（原告らを被控訴人ら，被告を控訴人と

改めた。また，当審で補正した部分を太字で記載した。）。

３ 当審における被控訴人らの主張(1)（本件議決の不存在または無効）につい

て

補正後の原判決「理由」欄の２（別紙の２）(15)，(17)及び(18)で認定し

たとおり，控訴人は，平成１１年４月１日に，牧場主との間で本件協定書を

取り交わし，同年６月２１日に，本件各土地所有者との間で本件仮契約を締

結した上で，同月２５日の市議会定例会（本件議会）に本件各土地を総額６

億２７７７万０７６１円で取得する議案を提案し，その際，本件協定書の存

在及びその内容を説明せず，本件仮契約のみを説明し，市議会は上記議案を

了承する旨議決したものである。

(1) まず，被控訴人らは，控訴人が，本件牛舎地の明渡しに条件が付されて

いること，本件牛舎地の代替地につき市が保安林解除申請等の手続を行う

こと，牛舎等の移転統合に関して補助金を交付すること等を内容に含んだ

本件協定書に従った契約の履行を進めるつもりであったにもかかわらず，

本件協定書の存在を秘匿して本件仮契約を示したと主張する。

しかし，本件協定書を検討すると，その前文で「仮契約を締結するにあ

たり，次のとおり協定を締結する。」として，別個に仮契約を締結するこ

とを前提としており，また，本件牛舎地の売買に関する部分は，明らかに
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議会の議決を要するものであるにもかかわらず，これについて合意が議会

の議決を得て有効となる旨の記載はなく，本件牛舎地以外の施設の移転に

ついて，具体的な補助金の金額の記載もない（甲８７の１の①）。これら

のことからすると，本件協定書が，控訴人，牧場主の間で行っていた協議

のうち，土地売買契約及び施設の移転統合に伴う補助金に関して，最終的

かつ確定的な合意であると認めることはできず，本件牛舎地の売買につい

ての最終的な合意は本件仮契約であることはその内容からして明らかとい

うべきである。そうすると，議会が，地方公共団体の意思決定のうち基本

的なもの及び重要なものについて，執行機関の行為に対して事前又は事後

の監視，統制という機能を発揮することが予定されていることから，執行

機関は，例えば不動産の取得について議決を得るに際し，目的物の特定及

びその価格のみならず，売買の目的，必要性，双方の債務の履行時期等の

重要な付帯条項について誠実に説明すべき責務があるというべきであるが，

執行機関に契約締結に至る経過や関連する問題の経過等の一部始終を議会

に説明・報告させることは，円滑な地方行政の執行に反したり，また，議

会の議事をいたずらに煩雑にする場合もあり得るから，控訴人が本件各土

地の売買の議決を得るに際して，最終的な合意ではない本件協定書につい

て説明しなかったからといって，これが直ちに議決の意味を失わせるほど

の重大な瑕疵になるものと解することはできない。当時斎場建設室長補佐

で平成１４年４月の現市長誕生後同室長となり，当審において被控訴人ら

の申請にかかる証人として出廷して証言した証人ａ-ⅲも，平成１４年９月

１９日の議会において，「（本件協定書は）議会にあえて提出するもので

はない，事務方といたしましては，そうした議案を提出するに当たっての

確約的なものが欲しかった」と説明し，また，一般的には協定書そのもの

や覚書，念書といったものは議会に説明することはあまりなかったように

記憶している旨証言しているのもこれに沿うものである。
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(2) 被控訴人らは，控訴人が，本件各土地のうち本件牛舎地の明渡期限は平

成１２年３月３１日であって条件は付されていないと助役に虚偽の説明を

させたと主張する。そこで検討するに，補正後の原判決「理由」欄２(15)，

(17)のとおり，本件仮契約書には本件牛舎地の明渡期限は平成１２年３月

３１日と確定期限が定められているが，本件協定書では移転先保安林の解

除予定通知後１８か月以内と定められているところ，解除予定通知が速や

かに出されれば明渡しが平成１２年３月３１日までになされることもあり

得るという意味で，本件仮契約は本件協定書の合意の範囲内であり，必ず

しも両者は矛盾するものとはいえないし，牧場主は無条件の本件仮契約に

合意しているのであるから，後述((3)）するように，平成１２年３月３１

日までに保安林解除予定通知の取得は確実であると確信を持っていたとの

控訴人の主張も一概に排斥できないことも併せ考えると，控訴人と牧場主

とが議会の議決を得るために，故意に仮契約に明渡期限を平成１２年３月

３１日と記載して解除予定通知後１８か月以内とする条項を入れずに，実

際はこの部分についてのみ本件協定書どおり解除予定通知が得られてから

履行すれば足りるものと合意したと解することは困難である。

もっとも，斎場建設室内では解除予定通知が平成１２年３月３１日まで

に出されなければ，明渡期限は延長するものと考えていたことが認められ

（証人ａ-ⅲ），現に解除通知が得られないため，平成１３年３月３１日，

平成１４年３月３１日と２回延期されたことからすると（補正後の原判決

「理由」欄２(21)），市当局としては，実際には平成１２年３月３１日ま

でに明渡しを得ることができなくなることは十分にあることと予想しなが

ら，あえて仮契約には同日を確定期限として表示したものとの疑いはあり，

そうであるとすれば，本件議会において助役が「すべての土地について仮

契約をしております。仮契約の内容は本年度末ということになっておりま

す。」，「あの契約の中に特段の条件はうたわれておりません。」と答弁
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した（甲８３の２）のは，それ自体は虚偽ではないとしても，不誠実な回

答であり，これを訂正せず座視していた控訴人の態度も，議案を提出して

市議会の審議・議決を受ける立場にある市長として誠実さを欠いたものと

の批判を免れないところというべきである。しかしながら，先に見たとお

り，市においては，新斎場建設は昭和５０年代から長い間待ち望まれてい

た大事業であって，候補地が種々検討され，移り変わった挙げ句，平成９

年にようやくｆ区の本件牛舎地に決まったのであり，牛舎の移転先が保安

林である場合はその移転のためには保安林の解除が必要であり，これが容

易にできるものではなく，相当程度の時間を要することがあることは議員

においても承知しており，それゆえこれを前提とした質疑応答が市議会で

も度々なされていたのであって，これらの事実からすると，本件協定書の

存在・内容の説明をしていたとしても賛成１５票，反対４票で可決された

本件議決と異なる結果の議決がされたものとは考え難く（現に，補正後の

原判決「理由」欄２(27)のとおり，平成１４年９月１９日の特別委員会に

おいて現市長が新斎場を工業団地内に建設する変更案を提案し，１０月８

日の特別委員会でこれが了承されたものであるが，これは現市長の公約の

実行が提案され議会に承認されたものであって，本件協定書の存在も同年

９月１９日の特別委員会においてその存在が明らかにされたのに，それ以

後の議会においても本件協定書の存在・内容が説明されなかったから本件

議決が不存在あるいは無効であるとの意見は全く提出されていないし（甲

１００，１４１の１・２，乙５２，５４），被控訴人ら自身，原判決が，

本件各土地取得に関する契約の審議がされたとはいえないから，本件議決

はないものと評価すべきであると判示するまでは，本件議決が不存在また

は無効であるとの主張は全くしていなかったことは記録上明らかであ

る。），控訴人ないし市当局において議決を得るためにあえて本件協定書

の存在を秘匿して明渡期限につき虚偽の説明をしたとは認めることができ
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ない。

(3) 被控訴人らは，控訴人が，本件議会において，平成１２年度中に斎場の

建設に着工できればと実現不可能な虚偽の説明をしたと主張するところ，

控訴人は，平成１２年３月末までには保安林解除予定通知の取得は確実で

あると確信を持っており，仮に保安林解除予定通知が平成１２年３月３１

日までに得られなかったとしても，牛舎の移転と斎場建設とを併行して行

う同時着工方式なども検討されていたから，平成１２年度中に着工するこ

とは可能であったと主張し，控訴人も本人尋問において同趣旨を述べ，平

成８年以降市の斎場建設室に在籍していたａ-ⅳは，同時着工方式を具体的

に指示されたのは平成１１年末であると述べる（乙７０，控訴人本人）。

確かに，当時，県の担当者は，牛舎の移転のための保安林指定解除は不

可能との見解を明らかにしており，これに沿う報道等がなされていたこと

を認めることができる（甲６の１，８３の２）。しかし，当時，県は本件

牛舎地で新たな斎場を建設することについて既に火葬場事業に対する都市

計画法による認可をしているのであり（補正後の原判決「理由」欄２の

(18)，乙３３，３７），上記の報道について，助役は，本件議会で，保安

林指定解除は可能であり，たとえできないとしてもいろいろな手法が可能

であると答弁していること（同２の(18)），また，同議会での控訴人の説

明内容，特に，県となお交渉が必要であることを述べて，平成１２年度中

の着工について確約したものではないこと，保安林指定解除の要件である

公益性について控訴人なりの考え方を披瀝し，今後県との交渉に入ること

を説明していること，議員からも，一時牛を避難させるなどの工期短縮の

検討の必要性が問われ，これに控訴人が前向きに対応している状況（同２

の(18)。なお，平成１０年６月ころには，牛を別の牛舎で飼う現地生産方

式も研究されていた（乙６８）。），平成１１年５月１８日，ａ-ⅳらは，

県の主幹から保安林解除のスケジュールについて，市の場合だと通常半年



18

位だが，個人申請だと今年度は無理と考えるとの答えを得（甲１４６の

１），斎場建設室長補佐であったａ-ⅲもこれを聞いてそのような見通しを

持っていたこと（証人ａ-ⅲ），平成１２年３月３０日，県の環境部森林保

全課長のａ-ⅵも市議会の議長らに対し，平成１１年１２月末までに国と協

議し，１２年３月末までに解除ができる方向になっていたが，同年２月に

オオタカの問題が出てきて３月末の解除は無理となったと説明しているこ

と（甲１４２の１），更には，その後，実際に牛舎移転先として予定され

た保安林の解除予定通知が得られたこと，その際に事前相談書の提出から

解除予定告示を得るまでに約２年３か月の期間が経過しているが（同２の

(20)ないし(23)），当初約９か月程度はオオタカの調査が行われていたこ

と（同２の(19)，甲１５０）などの事実があるのである。これらの事実か

らすると，オオタカの調査がなければ事前相談書の提出から１年半以内に

解除予定通知が得られたものと単純に推定することはできないとしても，

本件議会の時点で，平成１２年度末（平成１３年３月）までに斎場建設に

着工することが客観的に実現不可能な状況にあったとまではいうことがで

きず（乙５４），したがって，控訴人が実現不可能であることを認識しつ

つ虚偽の答弁をしたものということはできない。

なお，被控訴人らは，同時着工方式は当時検討されていなかったと指摘

し，証人ａ-ⅲは，同時着工を控訴人から指示されたのは平成１３年末であ

ると述べる（甲８８の１の①，②，１６５の１，証人ａ-ⅲ）。しかし，上

記のとおり，本件議会の当時から工事方法についても検討は行われている

のであり，上記の証人ａ-ⅲの述べるところは，解除予定通知がなされた後，

実際に工事の検討に入る段階で控訴人から指示され，牧場主と交渉したこ

とをいうのみであることからすると，具体的な同時着工方式の検討を控訴

人が指示したのがａ- の述べるとおり平成１１年末であるか否かは別としⅵ

て，証人ａ-ⅲの証言は，平成１３年末以前の段階で，同時着工方式をも含



19

めて控訴人を含む執行部が内部で検討をしていなかったことの証左となる

ものではないから，上記の被控訴人らの指摘を採用することはできない。

また，被控訴人らは，本件牛舎地の適正価格を算出するに当たって，市が

不動産鑑定士に更地評価を算出させていることをもって同時着工方式と両

立しないかのように指摘するが，同時着工方式によっても本件牛舎地上の

建物等を順次牧場主の負担で収去し明渡しを受けるならば，これを更地と

して評価して市が購入することとは何ら矛盾しないから，その指摘は採用

することができない。

(4) 更に，被控訴人らは，審議対象のすり替えがあり，議決は不存在である

等と主張するが，地方自治法９６条１項８号で議決を要するのは，「条例

で定める財産の取得または処分」であって，本件議決の対象は本件各土地

の取得であり，控訴人が説明したところも本件各土地の取得であるから

（補正後の原判決「理由」欄２の(18)，甲８３の２，乙６０，６４），こ

のことにより，牧場主のみについて，「本件協定書に基づく本件牛舎地の

売買契約」についての議決があったものと見ることはできず，被控訴人ら

の主張する審議対象のすり替えを認めることはできない。

(5) また，ｆ区について牛舎等の移転統合事業が行われることも，本件各土

地の取得契約自体と不可分な事柄ではなく，牛舎等の移転統合は斎場用地

の取得と同時に行われるもののあくまで別事業として行われることは既に

議会で説明済みであって（補正後の原判決「理由」欄２の(12)），別事業

である以上その費用も別に計上されることは当然であり，これについては

その支出をするに当たり改めて議決を求められるのであるから，これらを

本件議会で重ねて説明しなかったからといって，本件各土地を取得するこ

とについての議決の意味を失わせるような瑕疵になるものと解することは

できない。

(6) 以上によれば，議会の議決の不存在，あるいは議決の無効をいう被控訴
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人らの主張はいずれも採用することができず，したがって，議決の不存在

あるいは無効を理由とする主位的請求（当審における被控訴人らの主張

(2）ア）は理由がない。

４ 請求原因(3)イ（本件各土地の買受け及びその代金支出の違法性等）につい

て

(1) 買収の必要性について

ア 被控訴人らは，控訴人が，市の目標人口が１０万人であるにもかかわ

らず，１５万人都市を目標としていると議会で述べて，本件斎場を人口

１５万人規模のものとしたのは過大であり，裁量権の濫用があると主張

する。

しかし，証拠（甲３の１の①，１３５の２・３，証人ａ-ⅴ）によれば，

市が設置する斎場は，市の住民のみならず，近隣町村の住民も使用する

ものであること，市の第４次名張市総合計画後期基本計画では，平成８

年における平成１２年の目標人口を１０万人としているが，同時に，長

期予測人口は平成３３年に１５万人としていること，斎場の適正規模は，

人口が１０万人を超えた場合と超えない場合とで異なると考えられてい

ることが認められるのであり，更に，一般的に火葬場自体がいわゆる迷

惑施設であって，将来，人口の増加により斎場の拡張が必要になったか

らといって，これが容易かつ迅速に行えるか否かは明らかでないことか

らすると，１５万人規模の葬祭施設を計画することは行政の裁量の範囲

内ということができ，これを裁量権の濫用ということはできない。

イ 被控訴人らは，本件１・14～21土地が買収不要であったとも主張する。

しかし，証拠（甲３の１の①，１５の１，２０の１，１３５の３，証人

ａ-ⅴ）によれば，人口１５万人規模の斎場であって，郊外地に立地し，

葬祭施設も併設するならば，基準となる斎場の規模は３万平方メートル

程度が必要と考えられており，これは，施設を建設する宅地のみならず
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周辺の環境緑地を含んだ広さであることが認められ，本件において葬祭

施設を併設することが不必要とまでは認めることができず，したがって，

本件各土地合計約３万１５００平方メートルは上記の基準に照らして相

応の規模といえるところ，被控訴人らが不要であると指摘する上記の土

地は，斎場計画地の北側周辺部分に当たり，斎場周辺の環境緑地部分に

相当する位置に当たるものと解されるのであり，これらを総合すると，

上記の各土地については，なお，不要とまでは認めることができない。

(2) 買収価格について

ア ｂ-ⅱ第２鑑定について

被控訴人らは，市が行った買収価格の単価が高額に過ぎると主張する

ところ，市は，ｂ-ⅱ第２鑑定の鑑定結果に基づき，本件各土地の売買を

行ったものであるから，まず，同鑑定の相当性について検討する。

(ｱ) 証拠（甲２２の２，９４の１・２，９５の１・２，１０３の１，１

０４の２の①，乙３，４４，６２，証人ｂ-ⅱ）によれば，以下の事実

が認められる。

Ⅰ ｂ-ⅱ第２鑑定は，本件各土地のうち１３筆について，これを現況

宅地部分１１筆と現況林地部分２筆に２分し，最有効使用態様を，

現況宅地部分は再整備を前提としての中規模工場用地，現況林地部

分は中規模工場用地としての利用可能性を内包する低熟成度宅地見

込地とする。そして，現況宅地部分に対応する標準画地を，「当該

近隣地域のほぼ中央位置にあって，幅員約６ｍ舗装県道ｇ線に北面

（等高位）する平坦地勢の現況宅地であり，間口約２０ｍ・奥行約

５０ｍ・規模約１０００㎡の略台形状画地（中間地）」と設定し，

１平方メートル当たり，取引事例比較法による比準価格を３万１５

００円，収益還元法による収益価格を２万３７００円，公示地価を

規準とする価格を２万９７００円と求めた上で，標準価格を３万０
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８００円と算出し，これに，個別的要因として，幅員約１６メート

ルの市道（ｆ工業団地中央線）に接面していること（街路条件）＋

３，環境条件－８，画地条件－１１，その他条件＋６，合計個別的

要因１００分の８９として，本件各土地のうち現況宅地部分を１平

方メートル当たり２万７４００円と算出する。現況林地部分につい

ては，対応する標準画地を，「当該近隣地域の中央北部位置（県道

ｇ線の北背後ゾーン）にあって，幅員約１６ｍ舗装市道（ｆ工業団

地中央線）に東面（一段低位）する西向傾斜地勢の現況山林であり，

間口約１８ｍ・奥行約５５ｍ・規模約９９０㎡の略台形状画地であ

る。」とし，取引事例比較法による比準価格及び収益還元法による

収益価格を求めて，標準価格を１平方メートル当たり５５００円と

し，これをそのまま本件各土地のうち現況林地部分の価格とする

（乙３，４４）。なお，ｆ工業団地への進入道路（ｆ工業団地中央

線）の幅員は上記の１６メートルではなく正しくは１１メートル

（一部両側歩道を含め１４メートル）であることは，ｂ-ⅱ鑑定士も

後に認めるところである（甲１０４の２の①，乙６２）。

また，附記事項として，現況雑種地の価格水準については上記現

況宅地についての標準価格３万０８００円に個別格差６２／１００

を乗じ，１平方メートル当たり１万９１００円とした。本件土地１，

９についてはこの価格により売買がされた（本件土地９の持分２分

の１は公社が先行取得）(甲９５の１) 。

Ⅱ 補正後の原判決「理由」欄２(5)記載のとおり，ｂ-ⅱ鑑定士は，

本件各土地のうち１３筆につき，平成８年１１月にも市の依頼によ

り鑑定評価を行っている（ｂ-ⅱ第１鑑定。甲２２の２，１０２の１

の①，乙２）。同鑑定では，最有効使用態様を，現況宅地部分につ

いては再整備を前提としての中規模工場用地とするが，現況林地部
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分については，現況用途（山林）としての継続的使用とする。そし

て，現況宅地部分について，標準画地を「当該近隣地域のほぼ中央

位置にあって，幅員約６ｍ舗装県道ｇ線に北面（等高位）する平坦

地勢の現況宅地であり，間口約２０ｍ・奥行約５０ｍ・規模約１０

００㎡の略台形状画地（中間地）」として，取引事例比較法による

比準価格，収益還元法による収益価格及び公示地価を規準とする価

格を求めた上で，標準価格１平方メートル当たり２万５５００円を

算出し，これに，個別的要因として，街路条件－５，環境条件－８，

画地条件－１５，その他の条件＋３で，合計個別的要因１００分の

７６と決定して，現況宅地部分を１平方メートル当たり１万９３０

０円と算出する。また，現況林地部分については，標準画地を「当

該近隣地域の中央北部位置（県道ｇ線の北背後ゾーン）にあって，

幅員４ｍ舗装市道に東面（一段低位）する西向傾斜地勢の現況山林

であり，間口約１８ｍ・奥行約５５ｍ・規模約９９０㎡の略長方形

状画地である。」として，取引事例比較法による比準価格及び収益

還元法による収益価格を求めて，標準価格１平方メートル当たり５

５００円とし，これをそのまま現況林地部分の価格としている。

Ⅲ 本件各土地の北側で，同じくｆ団地中央線（ただし整備前）に接

面する土地について，公社（当時の理事長は控訴人）がｆ工業団地

造成のための用地を取得しているところ，これに先立ち，公社は，

同団地予定地のうちの名張市ｆ字ｈ■番■の土地（現況宅地。実測

６２６３．８３平方メートル）について財団法人日本不動産研究所

所属の不動産鑑定士ｂ-ⅲに鑑定を依頼した。同鑑定士作成の不動産

鑑定評価書（ｂ-ⅲ鑑定。平成６年３月３１日発行で，価格時点は同

月１日である。甲９４の１，１０３の１）では，幅員４．５メート

ルの未舗装市道（整備前のｆ団地中央線）沿いで１画地の規模が１
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万平方メートル程度の工場用地を標準画地と設定し，その標準価格

を１平方メートル当たり１万８５００円と判定し，個別的要因７２

パーセントの格差修正率を乗じて１平方メートル当たり１万３３０

０円としている。

ｂ-ⅲ鑑定士は，このほか，平成８年２月１日を評価時点として，

本件各土地の北側の名張市ｆ字ｋ■番の山林２０８平方メートルに

ついて，幅員１メートルの林道沿いで１筆の規模が１０００平方メ

ートル程度の宅地化の影響を受けた雑木林地の標準画地の価格を１

平方メートル当たり２８００円とし，これとの比較で，上記の山林

は道路幅員が優れ，増額要因があるとして，１平方メートル当たり

３２００円と評価している（甲９４の２）。

(ｲ) 上記に認定した各事実に照らすと，ｂ-ⅱ第１鑑定とｂ-ⅱ第２鑑定

とは，ほぼ同一の範囲の土地を平成８年１１月と平成１１年２月の２

年３か月の間隔をおいて同一人である不動産鑑定士が鑑定したもので

あるところ，その価格は，現況林地部分は同一であるが，現況宅地部

分が１平方メートル当たり１万９３００円から２万７４００円へと約

４２パーセントの上昇（標準画地間で約２１パーセントの上昇，標準

画地に対する個別格差の割合で１３パーセントの上昇）となっている

ことが認められるところ，平成８年から１１年にかけては全国的に地

価の下落が続いている時期であって，このことは，三重県下でも同様

であり，商業地のみならず工業地（特に工業専門用地の大規模のもの

など）における下落傾向も大きな特徴であることはｂ-ⅱ第２鑑定にも

記載されているところである（乙４４）。上記のとおり，最有効利用，

現況宅地部分を想定した標準画地の設定は両鑑定とも変わるところが

ないにもかかわらず，標準画地の価格及び個別格差の割合の双方で上

記のとおり著しい増額の結果が出ることは，容易に納得し難いところ
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である。また，現況林地部分については，最有効利用を林地から中規

模工場用地としての利用可能性を内包する低熟成度宅地見込地と変更

しながら，その評価において結果を同一とすることも不自然の感があ

る。

ｂ-ⅱ鑑定士は，ｂ-ⅱ第１鑑定とｂ-ⅱ第２鑑定の価格の乖離につい

て，ｆ工業団地の開発とｆ団地中央線の整備が主な要因であると述べ

る（証人ｂ-ⅱ）。しかし，ｂ-ⅱ第１鑑定が行われた平成８年当時，

既にｆ工業団地及びｆ団地中央線の具体的な開発予定はあり，これは

ｂ-ⅱ第１鑑定でも言及されているのであって（甲２２の２，乙６２），

これらを２つの鑑定の価格乖離の原因とするのは納得し難い。ｂ-ⅱ鑑

定士は，平成８年時点にも，これらを取引事例比較法の地域格差比準

内容の「業務要因」，「発展・変動性」として織り込んで試算したが，

昨今の全般的な公共事業の進捗状況を見た場合，構造的な財政不足を

背景として，公共事業が中断されたり，遅れたり，場合によっては見

直しがなされたりする状況であることから，平成８年の評価時点では

価格への影響は最小限にとどめるのが妥当と判断した，平成１１年に

は既にｆ工業団地の造成事業は着手され，ｆ団地中央線の整備も進み，

広域農道ｍ号線（通称ｎロード）と国道１６５号の連結により車両輸

送面の著しい上昇が見込まれたものであり，かかる事業が現実化・具

象化したことによって，近隣における市街地近郊業務ゾーンとしての

発展・変動性が鮮明となったと説明する（乙６２）。しかし，ｂ-ⅲ鑑

定をもとにしたｆ工業団地の用地取得は平成６年ころから行われ，平

成８年には一部造成工事は始まっており，ｂ-ⅲ鑑定では標準画地の価

格を１平方メートル当たり１万８５００円としていることと比較する

と，ｂ-ⅱ第１鑑定は，既に，ｆ工業団地の造成及びｆ団地中央線の整

備を考慮に入れて評価しているものと解することができるのである。
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他方，平成１１年の時点では，ｆ工業団地の造成は第１工区はほぼ完

成していたものの（平成１１年１１月１１日造成工事完了，同年１２

月７日工事完了公告(甲１３２)），もちろん工場あるいは倉庫用地等

として具体的に利用はされておらず，第２工区は完成未了（平成１２

年３月２日造成工事完了，同月１７日工事完了公告(同)）であり，ｆ

団地中央線も広域農道に至るまでの全線の拡幅工事が終了していたと

は認められない（平成１２年４月１日供用開始(同)）ことからすると，

平成１１年にはこれらの事業について平成８年との比較で明らかに評

価増となる事象があったとまでは認められない。

ｂ-ⅱ鑑定士は，上記のとおり，ｆ団地中央線の整備によって，広域

農道を経由した国道１６５号線への連結により車両輸送面の著しい利

便性が上昇したとして価格上昇の根拠として挙げる（乙６２）。しか

し，ｂ-ⅱ第１鑑定，第２鑑定のいずれも，本件各土地を，あくまで主

幹県道は県道ｇ線であって，ｆ団地中央線はこの県道への接続街路と

なるものと位置づけており，上記の利便性が標準画地の評価の決定的

な要因となったものとは考え難い。なお，ｂ-ⅱ第２鑑定は，対象不動

産の地域要因分析表では，街路の系統・連続性を，「国道３６８号，

広域農道等の整備により市街地部位との利便性上昇が認められる」と

広域農道に言及しているが，このことによる標準画地に対する個別格

差（街路条件）の増加はｂ-ⅱ第１鑑定の１００分の９５から１００分

の１０３と８ポイントの増で評価されているのであり，これを個別格

差のみならず平成１１年の標準画地の評価額自体の増額の根拠とする

ことには疑問がある。

したがって，ｂ-ⅱ鑑定士の上記の説明を直ちに信用することはでき

ない。

(ｳ) ｂ-ⅱ第２鑑定には，近隣地域の範囲について具体的な明示がないが，
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ｂ-ⅱ鑑定士は，証人尋問において，県道ｇ線に沿った本件各土地の西

側で国道３６８号線に合流するあたりまでを想定し，ｆ工業団地を含

まない範囲であると証言する。そして，現況宅地部分についての取引

事例比較法による比準価格を算出するに当たっては，この近隣地域外

からの取引事例Ｄ１ないしＤ４を採用するについて，市街地外縁部～

近郊ゾーンの業務混在地域に所在する取引事例を中心として採用して

いる（乙６２）。しかし，「業務混在地域」なる概念は，一般に広く

用いられているものではなく，不動産鑑定評価基準にも掲げられてい

ないものである上，ｂ-ⅱ鑑定士は，あるいは既存農家集落の縁辺の工

場，倉庫が混在して立地している場所，あるいは牛舎，山林，原野，

田畑も存在する未成熟な混在地域などと，必ずしも一貫性のない説明

をしている（証人ｂ-ⅱ）。しかも，その採用した取引事例のうちＤ１

ないしＤ３は住宅，工場，倉庫が密集する地域であり，その指摘する

ような形態の地域とは明らかに異なる（甲１０２の４の①ないし③）。

また，Ｄ１ないしＤ４のいずれも，街路条件が国道３６８号あるいは

１６５号に極く近接した位置にある点で，ｆ団地中央線から県道ｇ線

を経て国道３６８号に達する本件各土地と類似地域ということは困難

である。これらの事実からすると，採用されたこれらの取引事例に単

に個別格差による修正のみを加えて本件各土地の評価が適正に行われ

るものとは認め難い。更に，収益還元法により収益価格を算出するに

ついても，標準画地の最有効利用を工場用地としながら名張市ｏ町所

在の７階建て共同住宅を収益事例とすることが適正といえるか疑問が

ある。

(ｴ) また，ｂ-ⅱ第２鑑定は，現況宅地部分について，隣接するｆ工業団

地の用地取得に当たって作成されたｂ-ⅲ鑑定と比べ大幅な増額となっ

ていることが認められるところ，これについて，ｂ-ⅱ鑑定士は，ｂ-
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ⅲ鑑定の対象地は傾斜の強い山林・原野的な画地であって，道路幅員

も有効幅員２メートル前後で種別が違うなどと指摘する（乙４３）。

しかし，証拠（甲１３０の１，１３１，１６４の１の②，③，同２の

②ないし④，同３の①ないし⑤）によれば，ｂ-ⅲ鑑定の対象地は現況

宅地であって，接面道路の幅員も４．５メートルであったことが認め

られ，ｂ-ⅲ鑑定が行われた平成６年とｂ-ⅱ第２鑑定が行われた平成

１１年との間には一般には地価下落が継続していることを併せて考え

ると，ｂ-ⅲ鑑定よりも大幅に高額の評価となったｂ-ⅱ第２鑑定の結

果が合理的であるかについては大きな疑問がある。

(ｵ) 以上によれば，ｂ-ⅱ第２鑑定の結果は相当ではなく，したがって，

同鑑定に基づいて行われた本件各土地の買収価格もまた，適正価格で

あったものとはいうことはできない。

イ 適正価格について

(ｱ) 現況宅地部分の適正価格

Ⅰ 被控訴人らは，現況宅地部分の評価額について，ｂ-ⅰ鑑定（甲１

３２）が適正であると主張するので，これについて検討する。

ｂ-ⅰ鑑定は，本件各土地のうち，現況宅地部分について，近隣地

域の標準画地を，ｆ団地中央線（幅員約５ないし６．５メートル）

沿いの間口１００メートル，奥行５０メートル，規模約５０００平

方メートル程度の長方形状の中間画地とし，標準的使用を牛舎・作

業所・工場の敷地，最有効使用態様を工場・倉庫等建物の敷地とし

た上で，取引事例比較法による比準価格，直近基準値価格を考慮し

て，１平方メートル当たり平成１１年２月１日時点の標準的画地の

価格を１万３０００円と算定し，これに個別格差１００分の８９を

乗じて，本件各土地の価格を１平方メートル当たり１万１６００円

とする。
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しかし，ｂ-ⅰ鑑定が採用する取引事例３ないし５は公社がｆ工業

団地造成のため買い上げた土地であり（甲１３２），その取引時期

が古いことはもとより（ちなみに本件算定基準中の土地評価事務処

理要領によれば，取引時期が２年程度以内の事例を選択するよう努

めるものとされている（甲１１１）。なお，取引事例５は平成１１

年の売買であるが，同一の事業のための買上げであるから，平成６，

７年に買い上げられた取引事例３，４と同一の単価が基礎となって

いることが窺われる。），これらを当該工業団地と隣接し評価時点

においては同工業団地の造成が完了に近づいており，前記ｆ団地中

央線の工事も進捗していた本件各土地の評価に使用して，しかも両

者は近隣地域であり，環境条件による格差は認められないとするの

は（甲１３２・ｐ２２），平成１１年３月１日当時は前記のとおり，

本件各土地については道路も整備されつつあり，工業地域として発

展が見込まれると評価されていたこと（乙４３）に照らし，相当で

はないというべきである。なお，ｂ-ⅰ鑑定士は，平成１１年当時ｆ

工業団地のあたりが工業地域として発展していくという予見は歴史

により否定されているという（甲１３１）が，工業団地は，平成１

１年１１月ころには坪８万円台で売り出される予定であった（乙７

４の１）のであるから，その後現実には売れなかったからといって，

本件の評価当時発展が予想されなかったということはできない。そ

して，証拠（甲１３２）によれば，ｂ-ⅰ鑑定は他に５か所の取引事

例は徴したものの，取引事例３ないし５から試算された価格を中心

に，標準価格を１平方メートル当たり１万３０００円と査定し，こ

れに個別格差修正率を乗じて比準価格を１万１６００円と査定し，

公示価格等からの規準価格１万円を求めた上，結局本件各土地の価

格を１平方メートル当たり１万１６００円と決定しているのである。
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このようにｂ-ⅰ鑑定は，ｆ工業団地用地の買収事例である取引事例

３ないし５をことさら重視して，しかも工業団地や中央線による地

域の発展を全く無視した結果，同事例地の買収のためされたｂ-ⅲ鑑

定（標準地の価格１平方メートル当たり１万８５００円，対象地の

価格１万３６００円）より相当低額の結論となっているのであって，

これを採用して本件各土地の平成１１年３月１日当時の唯一正当な

価格であるとすることはできないものというべきである。

Ⅱ 当裁判所としては，市が本件各土地の鑑定を委嘱したｂ-ⅱ鑑定士

が平成８年にしたｂ-ⅱ第１鑑定（甲２２の２，１０２の１の①，乙

２）に時点修正を加えて評価額を決定するのが相当と考える。

ｂ-ⅱ第１鑑定は，標準画地の設定，個別格差率の評定等につき特

段の誤りはなく，適切なものと認められる。確かに，被控訴人らが

指摘するように，同鑑定の採用した取引事例は，甲第１０２号証の

３の①ないし⑥に照らすと，住宅が建ち並ぶなど一見評価当時の本

件各土地とは地域の形態が異なるように見えるものが多く，また，

隣接する工業団地の用地取得に当たってされた前記ｂ-ⅲ鑑定に比ベ

て大幅な増額となっているものではあるが，前記認定のように，ｂ

-ⅱ第１鑑定時には，当該地域は，工業団地や中央線の造成，整備に

より将来の発展が予想されていたのであり，この点を重視して取引

事例を選択し，結論として１平方メートル当たり１万９３００円と

した評価は，やや高額であることは否めないものの，鑑定士によっ

てある程度の幅のあることを認めざるを得ない不動産鑑定の評価と

してあるべき範囲を逸脱するとまではいえないものというべきであ

る。このことと，ｂ-ⅱ鑑定士は当時本件各土地の近くで県が進めて

いた県道ｇ線整備事業地などの土地鑑定を行っていた者であること

（乙７３），市の斎場建設室長補佐として本件各土地の買収に当た
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り，当審において被控訴人ら申請の証人として証言した証人ａ-ⅲも，

斎場建設事業を実現するためには牛舎経営者の協力が不可欠であり，

ｂ-ⅱ第１鑑定を取らざるを得なかったことは同人の用地買収の経験

からも窺われることだとし，同鑑定の評価額１万９３００円は交渉

できるぎりぎりの線と考えて現に土地所有者と交渉していたと供述

していること（甲１５０，１６５の１），補正後の原判決「理由」

欄２(5)のとおり，議会においてｂ-ⅱ第１鑑定に基づく用地買収費

用４億９０００万円との説明がされたが，その後の議会においても，

斎場を牧場地に建設することに対する反対の理由は，主に経営中の

本件牛舎地を買収することの不利益，不経済をいうものであり，上

記の費用が買収土地に比して高過ぎるというものではなかったこと

（甲２４，７０の６ないし１３），本訴において被控訴人らも，ｂ

-ⅰ鑑定が作成されるまでは，主に，本件買収価格がｂ-ⅱ第２鑑定

に基づいて６億３０００万円に増額されたのが高額に過ぎ，違法で

あると主張していたものであることを総合すると，本件各土地の買

収時の評価額としては，ｂ-ⅱ第１鑑定を基準とし，これに時点修正

を加えて算定するのが相当というべきである。

そこで，ｂ-ⅱ第１鑑定の価格時点である平成８年１１月１日から

同第２鑑定の価格時点である平成１１年２月１日までの２７か月の

間の価格の変動については，ｂ-ⅰ鑑定を採用して，月平均０．０５

パーセントの割合で価格が下落していたと認めるのが相当であるか

ら，その間価格は１．３５パーセント下落し，１平方メートル当た

り１万９０００円（１０円の位で四捨五入した。）となったと認め

るのが相当である。

(ｲ) 現況雑種地部分及び現況林地部分の適正価格

上記ア(ｱ)Ⅰのとおり，ｂ-ⅱ第２鑑定は，現況雑種地を１平方メー
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トル当たり１万９１００円としており，これは同鑑定による現況宅地

部分価格の約７０パーセントに相当する。したがって，現況雑種地に

ついては，上記イ(ｱ)Ⅱで認定した現況宅地部分についての価格の７０

パーセントに相当する１平方メートル当たり１万３３００円とするの

が相当である。

また，現況林地部分は，宅地である本件牛舎地に隣接しているもの

であるところ，証拠(甲１０２の３の⑦ないし⑨)によれば，ｂ-ⅱ第１

鑑定はおおむね適切な取引事例を採用して評価し，算定していると認

められること及び前記認定の事実からして，ｂ-ⅱ第１鑑定の１平方メ

ートル当たり５５００円に上記と同様の時点修正を施して決定するの

が相当である。そうすると，１平方メートル当たり５４００円（１０

円の位で四捨五入した。）となる。

ウ 地目について

被控訴人らは，本件各土地の大半が雑種地であるのに，その現況を，

原判決別紙３【１】の現況地目欄に記載のとおりとした誤りがあると主

張する。しかし，証拠（甲５９，７２，乙４４）によれば，平成１１年

当時，本件各土地のうち牛舎等構造物の底地及びその周辺は宅地と見る

ことができるのであって，市の認定が明らかに不相当であると認めるこ

とはできない。なお，被控訴人らは，市が平成１６年に作成した平成１

２年度の固定資産仮土地評価証明書（甲１３３の１）を提出するが，同

証明書は，地目欄に「現況地目」を手書きで書き込んで修正してあるも

のの，地積欄，評価額欄は変更されてなく，地目の現況の修正がいつ，

いかなる根拠に基づいて行われたものであるか不明であり，この地目欄

の記載をもって，平成１２年当時の現況と見ることはできない。

エ 本件各支出の違法性及び控訴人の故意・過失

以上によれば，本件各土地の適正価格は，別表のとおり合計４億５０
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００万８９３８円となる。ところが，本件各土地の買収金額は６億２７

１９万６２８８円であるから（原判決別紙３【１】の買収金額総額から

本件９土地にかかる公社先行取得手数料５７万４４７３円を控除），３

９．４パーセント増となっている。

上記認定のとおり，本件各土地の買収価格は，ｂ-ⅱ第２鑑定の結果に

よったものであるところ，既に平成８年に同一の土地について市が依頼

したｂ-ⅱ第１鑑定が存在し，ｂ-ⅱ第２鑑定の評価額はこの第１鑑定の

評価額を大幅に上回るものであったし，それより以前には本件各土地に

近い団地用地について公社が依頼したｂ-ⅲ鑑定が存在し，その評価はｂ

-ⅱ第１鑑定よりも更に低額であったのである。そして，平成６年，平成

８年と平成１１年との比較で一般的には地価が下落を続けていることは

公知の事実といえるのであるから，市としては，単に資格を有する不動

産鑑定士による鑑定結果（ｂ-ⅱ第２鑑定）を得るのみではなく，その結

果について，各鑑定，特にｂ-ⅱ第１鑑定と比較して増額となった理由に

ついて，なお十分に検討すべきであったものというべきである。それに

もかかわらず，市は，補正後の原判決「理由」欄２(11)ないし(13)，(1

7)，(18)のとおり，平成１１年２月１２日ころｂ-ⅱ鑑定士から口頭で鑑

定結果を聞くや鑑定書を審査することもなく（鑑定書の提出は３月５日

である。）その価格で買収することを決めて同月１８日，２２日には市

議会に用地買収価格として６億３０００万円を提示し，６月２１日に売

主らと本件買収金額による仮契約を締結して手続を進める一方，根拠と

している鑑定書を提示せよと特別委員会等で要求されたのに対して売主

との交渉の妨げになるとしてこれを拒絶し（しかも，２月１８日の特別

委員会や２２日の全員協議会のときには，まだｂ-ⅱ第２鑑定書自体完成

していなかったものである。），本件議決に至った最終日になって議事

の途中でようやく同鑑定書を提示したものの，付属書類も添付せず，議
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決後にすぐ回収し，議員らがこれを検討する機会も十分に与えず，買収

価格が高過ぎると追及されても「専門的な国家資格を持った不動産鑑定

士が・・・導いた結論である」とし，再鑑定に付する意志もないと答弁

していたものである（甲８３の２等）。このような経緯と本件買収金額

が適正価額（上記のとおり，これとても，やや高額ではあるけれども不

動産鑑定士の鑑定として許容される範囲を逸脱するものとはいえないと

評価されるｂ-ⅱ第１鑑定に基づいたものであり，いわば適正価格とされ

るものの中では上限に位置するといってよいものである。）の１．３９

倍に達していることを総合すると，控訴人には本件売買契約を締結する

につき裁量権を逸脱ないし濫用した違法があったものというべきである。

そうして，上記認定の各事実によれば，控訴人には故意または過失があ

ったものといわなければならない。

控訴人は，本件の個別的な事情を考慮すれば，買収金額について少な

くとも適正価格の５割までの幅が許されるべきと主張する。しかし，上

記に認定した経緯に照らすと，斎場建設が本件各土地以外では全く不可

能であり，適正価格を上回る支出をしてまで市が早急にこれを取得しな

ければならないほどの事情があったものとまでは認められない（しかも，

補正後の原判決「理由」欄２(23)のとおり，本件牛舎地の移転先の保安

林解除予定告示は，平成１３年１２月４日になってようやくなされたも

のである。）から，前記の適正価格を上回る売買代金の決定が控訴人の

裁量の範囲内ということはできず，上記の控訴人の主張は採用すること

ができない。

オ 市の損害

市が本件各土地の代金として既に支払った４億７０５７万０７６１円

から前記の公社の取得手数料を控除した金額から適正価格４億５０００

万８９３８円を差し引いた１９９８万７３５０円が市の損害となる。
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５ 請求原因(3)ウ(牛舎移転に伴う損失補償契約の締結と補償費の一部の支出

の違法性）について

(1) 被控訴人らによる算定

被控訴人らは，市が損失補償の根拠とした建設技術センター作成の本件

算定書（甲１０８）には信用性がないとして，本件牛舎の移転先である保

安林解除申請書に添付された新築工事見積書に基づき，本件牛舎地を買収

する際の建物補償費及び工作物補償費は１億６３３４万４３３９円が相当

であると算出する（原判決別紙４【Ｃ】）。しかし，土地買収に伴いその

地上建物及び工作物を移転するについては，再築工法，曳家工法，改造工

法，除却工法，復元工法があるが，本件のように移転先において被買収者

が同種の事業を営む場合には，取壊しを予定しているような建物を除いて

は，現存する建物と同種同等の建物を建築する再築工法を採用すべきこと

となるから（公共用地の取得に伴う損失補償基準細則（乙１０の２）の第

１５，本件算定基準（甲１１１の１，２），証人ａ-ⅲ），その算定の基礎

は，現に存在する従前の建物に求めるべきであって，再築予定建物の内容

により積算することは相当ではない。よって，被控訴人らの主張する上記

補償費を相当と認めることはできない。

(2) 本件算定書の信用性

本件算定書は名張市が建設技術センターに作成を依頼したものであると

ころ，同センターは県と県内全市町村の協力支援の下に県内の公共事業の

円滑かつ効率的な執行を支援するため設立された団体で，三重県下で行わ

れる公共事業に伴う補償額のほとんどの算定の委託を受けているものであ

り（乙３，証人ａ-ⅴ，同ａ-ⅲ），本件算定書は，同センターが本件算定

基準に則って作成したものである（証人ａ-ⅰ）。ところが，被控訴人らは，

本件算定書には信用性がないとして種々主張する（甲１２８の１，２，３

の①ないし⑤）ので，以下検討する。
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まず，被控訴人らは，本件算定書の図面が不正確で，当然あるべき図面

が添付されておらず，未完成なまま納められたものとしか受け取れない，

また，本件算定書には計算違いがある上，登記簿や固定資産税上の建築年

度欄が空白となっている，算定額が記載されている算定書の要の部分に手

書きで訂正した部分があり改ざんの疑いがあるなどとして本件算定書には

全体的に信用性がないと主張する。

しかし，証拠（甲１０８，証人ａ-ⅰ）によれば，建設技術センター職員

は，現場に赴き，現況を確認し，建物の建築年度等については市に確認し

た上で，これらに基づき本件算定書を作成したことが認められるから，そ

の一部の図面に不正確あるいは不存在である等の点があったとしても，こ

れをもって直ちに事実に基づかない算定，あるいは，未完成な算定という

ことはできない。結論部分に手書き訂正部分があるとしても，その訂正の

内容，方法等に特段の不自然な点が認められるものではない以上，これを

もって，改ざんの疑いがあるということもできない。また，証人ａ-ⅲは，

斎場建設計画当初の損失補償の概算見積額は２億円（うち牛舎の移転に伴

う損失補償は１億７０００万円）であり，これは牛舎施設のメーカーに問

い合わせた上で算定した数字であったので，本件算定書により約３億４０

００万円と算定されたことに非常に驚いたと述べ（甲１５０，１６５の１，

１６５の５の①ないし③，証人ａ-ⅲ），更に，本件算定書の結果が出た後

に，市の斎場建設室において，これを上記の概算見積額と比較検討したも

のと思われる書面（ただし１枚のみ。甲１６５の５の③）も存在する。し

かし，上記認定のように，本件算定書は前記センターの職員が現況を確認

して作成したものであるから，単に積算の結果が，現況を確かめないでし

た概算見積額の約２倍になったことのみをもって，その積算結果が全体的

に信用性がないということもできない。

(3) 個別の項目について
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以上のように，本件算定書が全体として信用性がないとは直ちにいえな

いものであるが，証拠（甲１３０の２の①，⑦，１３０の３の①，②）に

よれば，ｆ工業団地の用地買収補償の際には，建設技術センターの算定額

より２割程度低額で補償契約が締結されたことが窺われるのに対し，補正

後の原判決「理由」欄２(9)のとおり，本件の補償額の算定においては，本

件算定書は平成１０年３月３０日に市に提出されたのに，その後特段市で

個別的に検討を加えることもないまま算定書どおりの金額で本件の補償契

約が締結されている（甲１０８，弁論の全趣旨）ところ，被控訴人らは，

本件算定書の各項目を個別に検討すると全体で正当な補償額よりも３９．

５５パーセントも高額になっており，これは，市ないし公社の理事である

控訴人において，牧場主らに高額な補償金を得させるために建設技術セン

ターに水増しした算定書を提出させ，これをそのまま用いて本件補償契約

を締結したものであると主張する。そこで，建設技術センターの算定額を

そのまま採用して補償額とした控訴人には，裁量権の逸脱濫用がなかった

か，以下，被控訴人らの指摘する個別の項目につき検討する。

ア Ｂ棟について

(ｱ) 証拠（甲１０８の建物調査表Ｂ棟，建物付属計算書，証人ａ-ⅰ）に

よれば，建設技術センター職員は，現況を確認し，現況で不明な点は，

本件算定基準中の統計数量値を用いて積算したこと，本件算定書中に

はＢ棟の基礎図面がないことが認められるところ，甲第１２８号証の

１及び同号証の５の①によれば，被控訴人らは，Ｂ棟を建設した際の

現場監督からＢ棟基礎図面（基礎伏図，基礎構造図）を入手し，現場

変更等について話を聞くことができたこと，これに基づいて本件算定

基準に従って算定すると，基礎コンクリート，基礎型枠，鉄筋その他

の量が訂正される結果，直接工事費分として８４１万７６８８円の減

額となることが認められる。そうすると，この点については本件算定
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書は統計数量値を用いたものであるのに対し，被控訴人らの算定は現

実にされた工事の図面に基づいてされたものと認められるから，後者

の算定を採用すべきである。また，この関連で，解体費は３７８万９

２７７円の減額となる(甲１２８の５の①）。

(ｲ) 被控訴人らは，前記現場監督の言によれば，濡れた床面は滑りやす

いから床モルタル仕上げは不適当なので，床モルタル仕上げはしてい

ないと指摘する（甲１２８の１）。しかし，弁論の全趣旨によれば，

床面については滑り止めのため金ごての刷毛仕上げをしたが，算定基

準にないため床モルタル仕上げで代用して算定したことが認められる

ので，被控訴人らの指摘は失当である。

(ｳ) 被控訴人らは，７０センチメートル幅の餌入れに３０センチメート

ル幅のＶ字側溝３００Ｂの単価を用いた本件算定書の積算は誤りであ

って，かつ，二重に積算されている可能性も疑われると指摘する。し

かし，証拠（乙６５，証人ａ-ⅰ）によれば，本件算定書中の「Ｖ字側

溝３００Ｂ」は７０センチメートル幅の餌入れを表示するものである

ことが認められ，餌入れについて二重に積算されていることを認める

こともできないから，上記の指摘は失当である。

(ｴ) 被控訴人らは，Ｃ，Ｄ棟と比較して桁行だけが短いＢ棟のコンクリ

ートブロック積等が多いと指摘するが，上記のとおり，積算時に建設

技術センター職員は現況を確認の上行っているのであり，Ｂ棟とＣ，

Ｄ棟それぞれの詳細な現況と積算根拠が不明である以上，単に双方の

桁行だけを比較して，Ｃ，Ｄ棟よりもＢ棟のコンクリートブロック積

等が少量となるべきとすることはできないから，上記の被控訴人らの

指摘は採用できない。

(ｵ) 被控訴人らは，照明器具を新品に取り替えると仮定した積算は妥当

性も必然性もないと指摘するが，控訴人が反論するように，照明器具
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等は新設するのが通常であろうと考えられるから，未だその指摘を採

用することはできない。

(ｶ) 被控訴人らは，その他，近接する建物も同時に撤去するのであるか

らシート養生の費用は不要である，屋根・壁が塩ビ被覆で天井なしの

簡易な建物が，１平方メートル当たり５０キログラム以上の重量建築

であるはずがないので，地上部躯体解体の単価を変えるべき，牛舎ハ

ウスの単価には「建方」を含み，墨出しの仕上げは不要である，盛土

の計算式が不明である，建物内部に開口部がないから内部造作解体費

用は不要である等と指摘する（甲１２８の１，１２８の３の②）。し

かし，これらの点につき疑問がないわけではないが，被控訴人らの見

解が正しく，また，その指摘する事実について，裏付けとなる客観的

な証拠があるものとまでは認められないから，いずれも採用すること

ができない（なお，補正後の原判決「理由」欄２(24)，(27）のとおり，

控訴人との選挙戦に勝利を収め，本件斎場をｆ工業団地に建設するこ

ととした現市長も，被控訴人らが新たに市に点検および再算定を求め

たのに対して，本件算定書に「誤記誤算が含まれている可能性がある

ことは認めざるを得ません」としながら，点検及び再計算は拒否し

（甲１３４の２），客観的な資料は得られなかったものである。）。

(ｷ) 以上によると，直接工事費のうち８４１万７６８８円の減額となる

ので，本件算定書中の（被控訴人らも採用する。以下同じ。）再築補

償率０．９９１を乗じると，８３４万１９２９円（１円未満四捨五入。

以下同じ。）となり，前記解体費の減額分３７８万９２７７円を加え，

甲第１０８号証による諸経費（消費税を含む。)３３．２９パーセント

を上乗せすると，１６１６万９６８４円が減額されるべきものとなる。

仮に(ｴ)，(ｵ)，(ｶ)の被控訴人らの主張を前提とすると，甲第１２８

号証の３の②，同号証の５の②によれば，次の計算のとおり，２９６
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万６２４４円が更に減額されるべき額となる。

{(248,400＋199,584＋552,873＋428,640)×0.991＋310,775

＋496,800＋1,200}×1.3329＝2,966,244(円）

イ Ｃ棟・Ｄ棟について

(ｱ) 証拠（甲１０８）によれば，Ｃ棟，Ｄ棟は全く同じ大きさ，構造の

建物で，Ｄ棟が約１年後に建てられたという以外に違いはなく，とも

にＢ棟と全く同質の建物で，矩形図は３棟とも同じで，本件算定書の

積算の項立ても適用コードも全く同じであって，桁行きが２割増えて

面積が増え，それに応じて積算量が増えているだけであることが認め

られる。

そうすると，Ｂ棟と同様に，基礎コンクリート，基礎型枠，鉄筋そ

の他の量を訂正して，直接工事費として１０１０万６７０１円減額す

べきこととなる（甲１２８の５の②）。また，この関連で，解体費は

４５４万７９９５円の減額となる(同）。

(ｲ) 被控訴人らは，Ｃ棟・Ｄ棟についても，床モルタル仕上げ分，Ｖ字

側溝３００Ｂの分は削除すべきであると指摘するが（甲１２８の３の

③，１２８の５の②），Ｂ棟と同様失当である。

(ｳ) 被控訴人らは，Ｂ棟と同様，照明器具を新品に取り替えると仮定し

た積算は妥当性も必然性もないと指摘するが，未だその指摘を採用す

ることはできないこと，その他，シート養生の費用は不要である，１

平方メートル当たり５０キログラム以上の重量建築であるはずがない

ので，地上部躯体解体の単価を変えるべき，牛舎ハウスの単価には

「建方」を含み，墨出しの仕上げは不要である，盛土の計算式が不明

である，建物内部に開口部がないから内部造作解体費用は不要である

等と指摘する（甲１２８の１，１２８の３の③）が，いずれも採用す

ることができないのはＢ棟と同様である。
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(ｴ) 以上によると，直接工事費のうち１０１０万６７０１円の減額とな

るので，再築補償率としてＣ棟について０．９９３，Ｄ棟について０．

９９４をそれぞれ乗じると，Ｃ棟については１００３万５９５４円，

Ｄ棟については１００４万６０６１円となり，前記解体費の減額分４

５４万７９９５円を加え，諸経費(消費税を含む。)３３．２９パーセ

ントを上乗せすると，Ｃ棟については１９４３万８９４６円，Ｄ棟に

ついては１９４５万２４１７円が減額されるべきものとなる。

仮に(ｳ)の被控訴人らの主張を前提とすると，甲第１２８号証の３の

③，同号証の５の②によれば，次の計算のとおり，更に，Ｃ棟につい

ては２９０万６６４５円，Ｄ棟については２９０万８２２４円が減額

されるべき額となる。

Ｃ棟 {(298,080＋51,744＋334,454＋500,080)×0.993＋407,265

＋596,160＋1,200}×1.3329＝2,906,645(円)

Ｄ棟 {(298,080＋51,744＋334,454＋500,080)×0.994＋407,265

＋596,160＋1,200}×1.3329＝2,908,224(円)

ウ Ａ棟について

(ｱ) 被控訴人らは，屋根・壁共にポリカーボネート製の軽い材質である

ことからＢ棟と同様に基礎が大幅に減ることが予想されると指摘する

が，弁論の全趣旨によれば，本件牛舎のように骨組みがＨ鋼で作られ

ている場合は，重量鉄骨造りとみなされ，本件算定書は重量鉄骨の場

合の標準統計数量値を採用したことが認められるので，これが誤りで

あるとはいえず，被控訴人らの指摘は採用できない。なお，この関係

の解体工事費は甲第１２８号証の３の①では，５６万１６９４円の減

額と計上されている。

(ｲ) また，被控訴人らは，Ａ棟は２階建とされているが，土地の段差を

利用し，土留めの石垣をそのまま１階の外壁に利用している物件であ
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り，２階部分の８割は実質的には１階に当たるから，この部分にも２

階の統計数量値を掛けたのは誤りである，鉄骨量の歩掛りの誤り（躯

体鉄骨統計数量表の数字は54/1000であるのに108/1000を使用）がある，

養生シート，養生費は不要である，延べ床面積全体に単価を掛けてい

る内部足場については，天井，内壁が存在するのは２階の一部を仕切

った部屋（事務所兼休憩室）の範囲であることから，この面積に対応

した数値に訂正すべきである等と指摘する（甲１２８の１，同３の

①）。しかし，これらについても，疑問もないわけではないが，被控

訴人らの見解が正しく，また，その指摘する事実について裏付けとな

る客観的な証拠があるものとまでは認められないから，いずれも採用

することができない。

(ｳ) したがって，Ａ棟については減額すべき金額はない。

仮に，(ｲ)について被控訴人らの指摘を前提とすると，その額は，甲

第１２８号証の３の①に従い，次の計算により６３８万９１８０円と

なる。

{(110,331＋232,300＋86,400＋839,040＋90,970＋2,537,728

＋628,544＋45,747)×0.993＋254,380}×1.3329＝6,389,180(円)

エ Ｅ棟について

(ｱ) 本件算定書は，Ｅ棟の柱の品等を「中」と評価し，軸部係数１平方

メートル当たり１万７３４０円として，合計８３２万３２００円と算

定している（甲１０８，証人ａ-ⅰ）が，本件算定基準によれば，１棟

の建物を基準として，軸部品等区分表・その３の「中」とは，「最も

高級と思われる一部屋の造作」が「上等な床の間，置床，長押，ラン

マ，仏間等を有する」部屋の柱をいうものであることが認められる

（甲１１１，１２９の１）のであり，甲第１０８号証により認められ

るＥ棟の構造，すなわち全体として台形の建物であり，その最長辺の



43

面は全面開放，その余の３面も腰壁だけで，２７本ある柱のうち２０

本は雨ざらしになるような位置にあることからすると，いかに控訴人

が指摘するように，軸部係数が柱のみではなく，梁，桁，土台，金具

等の構造物を含み，手間賃を加えたものであるとしても，不相当に高

額であることは明白である。そして，本件算定基準によれば軸部係数

としては「下」でも「特別な造作もなく押入程度を有するもの」とさ

れているのであるから（甲１１１），これを採用することはできない

ので，前記のような構造であるＥ棟については，単品の値段であって，

疑問はあるものの，被控訴人らの指摘するとおり，檜１等正角材長さ

６メートル（１立方メートル当たり１８万７０００円）の２７本分

（６．５立方メートル）１２１万５５００円とする算定を採用するこ

ととする。これによる減額は７１０万７７００円となる。

(ｲ) 被控訴人は，床モルタル仕上げおよび犬走りは建物全体の格からみ

て，「中」よりは「並」に相当すると指摘するが，前記のように建設

技術センターの職員は現地に赴いて調査・確認して算定したものであ

るから，上記指摘は採用できない。

(ｳ) 被控訴人らは，更に，高さ４５センチメートルの布基礎の存在は疑

わしく，その外側に柱を受ける独立基礎が３～４メートル間隔で柱を

受けており，柱の内側の腰壁を支えるだけに有筋の布基礎が必要であ

るとは考えられない，小屋組は梁間３メートルしかないのに，８．２

メートル以上の歩掛りを誤って使用している，建物解体費の基本加算

額６万７８００円は同一敷地内の棟数で除する扱いである，屋根の面

積計算に誤りがある等と指摘する（甲１２８の３の④）。しかし，こ

れらについても，疑問はあるものの，被控訴人らの見解が正しく，ま

た，その指摘する事実について裏付けとなる客観的な証拠があるもの

とまでは認められないから，いずれも採用することができない。
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(ｴ) 以上によると，(ｱ)の７１０万７７００円に再築補償率０．９１７及

び１に諸経費率等０．２５６９（甲１０８）を加えた１．２５６９を

乗じて８１９万２１７４円を減額すべきこととなる。

仮に(ｳ)について被控訴人らの指摘を前提とすると，甲第１２８号証

の３の④に従い，次の計算により，更に３２８万５７６４円を減ずる

こととなる。

{(1,382,400＋27,686＋702,569)×0.917＋54,240＋622,636}

×1.2569＝3,285,764(円)

オ 工作物について

(ｱ) 被控訴人らは，通路・作業空間のコンクリートたたきの面積は８割

相当，厚みは通常の犬走りと同じ４センチメートルが相当であると指

摘するが，本件牛舎地においては，重量トラックが出入りしているの

であり（甲１０８の写真），前記認定のとおり，本件算定書は，建設

技術センターの職員が現地に赴いて調査・確認して算定したものであ

るから，上記指摘は採用できない。

(ｲ) 被控訴人らは，また，庭石１２５個の移設費については庭石に該当

するものがないと指摘するが，上記のとおり，本件算定書は，建設技

術センターの職員が現地に赴いて調査・確認し，大きさも一つ一つ計

測した上(甲１０８）算定したものであるから，上記指摘は採用できな

い。

(ｳ) 更に，被控訴人らは，焼却炉移転料や車両乗入れスロープの算定方

法に誤りがあると指摘する（甲１２８の４の①別紙Ⅲ－Ⅰａ②，③，

１２８の４の②別紙Ⅲ－エｂ①，②，③）。しかし，これらについて

も疑問はあるものの，被控訴人らの見解が正しく，また，その指摘す

る事実について裏付けとなる客観的な証拠があるものとまでは認めら

れないから，いずれも採用することができない。
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(ｴ) 以上によると，工作物については減額すべきものがない。

仮に(ｳ)について被控訴人らの指摘を前提とすると，甲第１２８号証

の３の５の⑤に従い，次の計算により，４４８万９３０７円を減ずる

こととなる。

（484,380＋3,791,150)×1.05＝4,489,307(円)

カ 動産移転料について

被控訴人らは，飼育牛で４頭，成牛で２頭を２トン車で運ぶのに０．

８日は過剰である，１日４往復可能であるからこれを元に運賃を計算す

べきである，牛糞，干し草，おがくず，木材チップはいずれも「容積が

嵩むもの（３立方メートルで１トンに換算）」として算定すべき，軽ト

ラックは廃車であり移転不要，古タイヤは財産ではないから移転不要等

と主張する（甲１２８の１，同３の⑤）。しかし，これらについて疑問

もないではないが，本件算定書が誤りであって被控訴人らの指摘すると

ころが正しいものとまでは認めることができず，したがって，いずれも

採用することができない。

以上によると，減額すべきものはない。

仮に被控訴人らの指摘を前提とすると，３４１万０５０８円を減ずる

こととなる（前同）。

キ 以上によると，本件算定書は，合計６３２５万３２２１円正当な補償

額より高額であることが認められ，本件補償額が総額３億４８４９万７

２７８円であることからすると，正当な補償額は２億８５２４万４０５

７円となり，これに比べると２２．２パーセント高額であることとなる

が，本件算定書が三重県の建設技術センターに依頼したものであること

等からすると，これに基づき本件補償額を定めたことにつき，控訴人に

裁量権の逸脱濫用があったとは断定し難い上，そもそも支払済みの額２

億３４６９万７２７８円は上記正当補償額を超えていないから，市に損
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害はなく，すでにこの点で被控訴人らの主張は理由がないといえる。仮

に被控訴人らの指摘のうち疑問が残るもの（上記ア(ｴ)，(ｵ)，(ｶ)，イ

(ｳ)，ウ(ｲ)，エ(ｳ)，オ(ｳ)，カ）を更に減額しても，正当な補償額は２

億５８８８万８１８５円となり，支払済みの額を超えるから，いずれに

しても市には損害がなく（なお，被控訴人らは，経費率として全体とし

ての工事額が３億から３億５０００万円までの経費率１９パーセント

（甲１２９の１）を採用すべきであると指摘するが，前提が異なり，採

用できない。），被控訴人らの主張は理由がない。

６ 請求原因(3)エ（立木補償費の損失補償契約の締結と補償費の支出の違法

性）について

被控訴人らは，補償の対象とされた立木は，買収不要な土地上にあるから，

損失補償は不要であると主張するが，前記４(1)イに説示のとおり，被控訴人

らが主張する土地が買収不要とは認めることができないから，その上の立木

についての損失補償も不要であるとは認めることができない。

７ 請求原因(3)オ（近隣２工場に対する損失補償契約の締結と補償費の支出の

違法性）について

被控訴人らは，近隣２工場には，何ら損失はなく，また，法的にも補償の

必要がないのに，実際には建築するつもりもない隔壁の建設を仮定して支払

ったと指摘する。しかし，斎場建設に当たり直近に位置する２工場に対して

損失補償を行ったこと（甲９１の１，２）が不要であることを認めるに足り

る証拠はなく，被控訴人らの指摘は採用することができない。

第４ 結論

以上のとおりであるから，当審で拡張した被控訴人らの主位的請求は理由が

ないからこれを棄却し，予備的請求については，１９９８万７３５０円及びこ

れに対する公金の支出行為後であることの明らかな平成１１年８月２１日から

支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由がある
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が，その余は失当として棄却すべきであるから，これと異なる原判決を上記の

とおり変更することとし，主文のとおり判決する。

名古屋高等裁判所民事第２部

裁判長裁判官 満 田 明 彦

裁判官 堀 内 照 美

裁判官多見谷寿郎は，転補につき署名押印できない。

裁判長裁判官 満 田 明 彦
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（別紙）

２ 本件の経緯等

上記争いのない事実に証拠（甲１の1･2，２の1の1～3，２の2の ，３の1の5

1～ ，３の2の1～3， ６の1･2，８の2，９の１，９の2の ，4 ５の２， 2，９の3

１３の1･ ２４，２６， ４１の3，2，１３の3の1･2， ２９，３０，３４の1･2，

４９，５１の1･2，５３，５５，５８，５９，６１の1･2，６２の1～3，４８，

６３，６４ ，６５の1～4， ７１，７２，７５，７６のの1～3 ７０の2･4･8･9，

1･2，７９の1～3，８０の1～3，８１の1，８２の1の1･2，８２の ，８３2～4

の1･2，８６の1の1～6，８６の2の1･2，８７の1の1～4，９０の1～3，９１の

1･2，９３，９９の1･2，１０８，１０９，１１７， ，乙１４２の1･2，１６２

５０，５１ ５５， 同３～５，２９，３３，３７，３９，４４， ， 証人ａ-ⅴ，

ａ-ⅳ， ）及び弁論の全趣旨を総合すれば，以下の事実が認められる。同ｂ-ⅱ

(1) 市には，昭和３７年に 建設された火葬炉２基を有する火葬場があｓ町に

ったが，老朽化が進むとともに，火葬炉が少ないこと，施設が狭いこと，

周辺の宅地化が進み移転の要望が出されたことなどから，その移転改築が

市は，昭和５０年代から，市内のｐ長年にわたる懸案事項となっていた。

ⅰ区での斎場建設を検討していたが，平成４年ころに至っても計画は進展

せず，市議会では，他の地区を検討するよう要望する声が多く上がるよう

になり，市も，当該地域が公図混乱地域で取得すべき土地の特定が困難で

あることを理由に，平成５年，同地区での建設計画を断念した。その後，

市は，新たな立地選定を行い，平成６年２月に，そのひとつとして，ｐｉ

区に隣接するｆ区に受入れを打診した。これは，ｐｉ区での斎場建築計画

を検討していた際に，ｆ区が隣接地に斎場が建設されることを了承する条

件として，地区内に工業団地を建設してほしいと希望していたことから，

ｐｉ区での斎場建築計画を断念するに当たり，ｆ区の工業団地建設は継続

するので，工業団地周辺で，斎場も受け入れてくれとの申入れとなったも
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のであった（甲７９の２）。

(2) ｆ区内で 平成６年の打診当初には賛否両論があったものの，ゴミ不は，

法投棄の問題等，地区として市の協力を要請したい問題があったことから，

協議を進め，受入先として区内の複数の地区が候補地として上がった。こ

の中に，本件牛舎地も含まれていた。その後，地区と市とが候補地につい

て協議し，牧場主への協力打診を行い，協力の意向が得られたことから，

同年９月ころには，候補地を本件牛舎地とすることを前提として，斎場受

入れの方向で，地区役員会の議決が行われた。同時に，市議会でも，同月

１６日，市議会全員協議会において，ｆ区を立地案とする斎場建設計画の

素案が了承された。

ｆ区では，その後，区内で受入条件等を検討する中で，牛舎の移転が前

提であることから，区で概ね了解できる移転場所も斎場建設位置とセット

平成８年２月１８日，本で決めることとなり，移転先を種々検討の結果，

件斎場 本件牛舎地 することを了承するとともに，本件牛舎をｆ区を に設置

区総会で 以上甲ｑ付近（ｒ）へ移転することを求めることが 決定された（

７９の1）。４９，

しかし，ｆ区区長の諮問機関である「明日のｆを考える会」が，平成８(3)

年１０月ころ，同区の２０歳以上の住民を対象にアンケート調査を行った

ところ，本件各土地への斎場建設に否定的な意見が多数寄せられるなど，

住民の中には異論もあった（甲４８，４９）。

市内の名張地区（ｓ町区を含む。）の区長１８人とｔ地区の区長また，

１２人は，平成８年１１月，ｆ区における斎場建設計画が危うくなったと

して，控訴人に対し，ｓ町の火葬場跡地に建設することを要望した（甲９

の1）。

更に，市議会でも，斎場建設場所を本件牛舎地とした経緯を明らかにす

るよう求める意見が相次ぎ，また，本件牛舎地を斎場建設場所とすること



50

に対する異論も出されるなどしたことから，議会として特別に調査する必

市議会は，平成８年１２月２０日，特別委員会を設置し，要性が認められ，

の場所及び費用等 詳細な ることとした斎場建設 に関する 調査，検討を進め

（甲８６の１の６） なお，特別委員会の委員は，市議会の全議員をもっ。

て構成されている。

控訴人は，平成９年１月２０日，特別委員会に，「（仮称）名張市斎場(4)

建設基本計画（案）」を提出した（以下「本件基本計画」という。甲３の

1の1）。この本件基本計画によると，本件斎場を将来の人口１５万人に対

応できる規模とすること（敷地面積 ３万５０００平方メートル，建物面約

積 ２１６０平方メートル，火葬炉６基（うち，２基は将来増設）），火約

葬場に加えて通夜や告別式が開催できる葬祭棟を併設すること，斎場建設

事業費は約２２億円，関連事業費は約４億５０００万円，建設地はｆの本

件各土地，事業期間は平成７年度から平成１１年度末などとされていた。

なお，本件基本計画は，斎場建築地を本件牛舎地（本件各土地付近）とす

る内容であって，牛舎の移転先は内容となっていない。また関連事業につ

いては，上記の費用見込みが記載され，添付資料として，「地域環境整備

事業（牛舎等畜産施設移転）施設設置基本計画図」が付されていた。

(5) 平成９年２月特別委員会において，本件斎場建設事業について総事業費

約２６億５０００万円，用地購入費４億９０００万円，物件移転等補償金

２億円，関連事業費約４億５０００万円とする説明がされた。用地購入費

は平成８年１１月にｂ-ⅱ鑑定士がした本件牛舎地の鑑定（ｂ-ⅱ第１鑑

定）に基づいて算定されたものであり，補償金は公共事業の際に用いられ

る補償基準に従って概算したものであった（甲３の１の②，乙３３）。

控訴人は，平成９年３月，市議会定例会に，平成９年度一般会計当初予

算を提出したが，これには斎場建設関係事業費の一部として，事務費，委

託料，用地費，補償費３億６１６７万４０００円（以下「本件事業費」と
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これに対し，斎場建設についてはなお検討中いう。）が計上されていた。

であることから，上記の予算計上については市議会で批判が出され，反対

派が提出した予算修正案は否決されて当初予算が されたものの 市執可決 ，

特別委員会で審議検討中であることから，その結論が得られるま行部は，

では 執行しないと 。この斎場予算は 約束した（甲８２の４，乙３３）

特別委員会は，平成９年４月２１日，執行が凍結されていた本件事業費(6)

のうち，本件牛舎地の物件移転補償額算出業務委託料１２００万円，築炉

メーカー選定業務委託料３００万円及び事務費２０３万２０００円に限り

予算執行を了承した。

特別委員会は， 平成９年５月 日，(7) 斎場建設候補地の比較資料として， ７

市斎場建設室作成の 別紙２「（仮称）名張市斎場建設に伴う用地単原判決

の提出を受けた。これに対して，特別委員会の委員は，同比較価比較表」

表の積算根拠や候補地の図面，公図等の提出を要求した。しかし，同月２

０日に行われた特別委員会では，いずれの候補地とも対象地域を地形図に

より仮定し，机上での検討を加えた資料で，内部検討資料であるから同比

較表以外の各候補地の図面等の詳細な資料は公表できないとして資料は開

示されなかった。各委員からは，なおも積算根拠等の開示などを求める意

見も出されたが，同比較表は，議会の日程上時間的余裕のない状態で作成

されたもので，必ずしも正確なものではなかったところ，控訴人は，同比

較表で必要最小限の資料になっている，おおよその見当さえつけばいい，

それ以上細かく検討しても，ｕやｖ（他の候補地）は地区が受け入れるは

ずはない，だいたいこれで単価的にもほぼ経済性もいいなという程度を見

て判断してほしいと述べた。その後，委員から，ｆ区が本件牛舎地での斎

場建設に同意していることを重視すべきとの意見も出され，採決の結果，

本件牛舎地を斎場立地場所とする本件基本計画が賛成多数で了承された。

しかし，牛舎移転先や関連事業費等本件基本計画以外の点については，な
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（甲５の２，８２の1のお議会で再検討の必要があるとの意見が集約された

1， ）。乙３９

(8) 同日 用地購入費や斎場建設市は， 以降，ｆ区及び牧場主，地権者らと，

について協議を継続した。に際して区の要望する条件等

控訴人は，平成９年５月２７日，建設技術センターとの間で，本件牛舎(9)

及びｆ区に点在する牧場主所有の牛舎の移転に係る損失補償の算定業務を

（その後，期限は平成１０代金１１７２万８５００円，期限同年９月３日

として委託した（甲６４，７５）。建設技術セン年３月３０日まで延長）

本件各土地に関すターは，平成１０年３月３０日，上記の委託を受けて，

る損失補償額合計３億４８４９万７２７８円（甲１０８，乙５），本件各

土地外のｆ区３か所に点在する牛舎に関する損失補償額合計１億２９６７

万１４４８円とする損失補償算定書を提出した（甲８７の1の③，１０９，

１１７）。

(10) 斎場を受け入れる条件として提示していた公民館の新築及ｆ区では，

び市営化，斎場を中心とした環境整備，区内道路の新設，改良，改修，産

業廃棄物による環境悪化への対応，区内字ｗと字ｘの牛舎及び牛糞の処理

施設も斎場建設予定地内の牛舎と同様に新しくできる地に移転すること等

について，市から平成１０年７月１４日付けの回答書を得たことから，同

年８月２９日，「市斎場建設に関する市の回答書・協定書（案）のｆ区同

，市との間で，市が名意について」が議案として提出され，多数決により

張市ｆ字ｋ地内に斎場を建設するについて名張市ｆ区は全面的に協力し同

可決さ意するとの内容の，「斎場建設に関する協定書」を締結することが

牛舎等の移転統合についての市の回答は，「移転に際しては，れた。なお，

ご意見を尊重の上，地元と十分協議いたします。」というものであった

。（甲７６の1･2）

市は，平成１１年１月２６日，本件 の価格の鑑定をｂ-ⅱ鑑定士(11) 牛舎地
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ｂ-ⅱ鑑定士は，同年３月５日に現況宅地を１平方に依頼した（甲９３）。

メートル当たり２万７４００円，現況雑種地を１平方メートル当たり１万

９１００円，現況林地を１平方メートル当たり５５００円（いずれも同年

２月１日時点の価格）とし，本件各土地について，評価額合計が６億２７

１９万６２８８円（総買収額６億２７７７万０７６１円はこの金額に本件

土地９を先行取得した名張市土地開発公社（以下「公社」という。）の手

数料を加えた金額である。）となる鑑定書を提出した（ｂ-ⅱ第２鑑定）。

なお，ｂ-ⅱ鑑定士は，鑑定書の提出に先立ち，同年２月１２日ころ，確定

した数値のみを市の担当者に口頭で連絡し，同日１６日ころ書面で報告し

た上，３月５日鑑定書を提出した（乙３３，４４，証人ａ-ⅴ，同ｂ-ⅱ）。

控訴人は，特別委員会の承認を得て，平成１１年２月２０日，ｆ区長(12)

前記の なお，同との間で， 「斎場建設に関する協定書」を取り交わした。

年２月１８日の特別委員会では，市から，斎場施設設備に係る基本設計概

要の説明が行われ，上記の本件各土地上の牛舎に関する本件算定書の積算

結果や，ｂ-ⅱ鑑定士から連絡を受けた鑑定結果を基に，新年度当初予算案

で，斎場建設計画に関し，計画当初の予算に用地購入費や補償費を大幅に

上乗せする必要がある旨を説明した。また，その席上，委員から，ｆ区内

の牛舎等を移転統合するという地元の要望はどうなったか，あるいは，移

転統合は斎場建設に伴う牛舎の移転補償に含まれるのかとの趣旨の質問を

受け，控訴人は，移転統合と斎場建設に伴う牛舎の移転とは全く別の話で

あって，移転統合は別事業でやる，しかし，せっかく移転するときである

から，同時に移転してもらうようにしていきたいと思っていると答弁した

（甲３の２の①，１４２の1･2，乙５１）。

市は，平成１１年２月２２日に開催された市議会全員協議会において，(13)

新年度当初予算案で，斎場建設計画に関し，計画当初の予算に用地購入費

や補償費を大幅に上乗せする必要がある旨を説明した。これに対し，当初
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予定の用地購入費４億９０００万円が６億３０００万円に大幅に増額とな

本件各土地の不動産鑑定書の提出を求め たっていることから， る委員もい

が， 牧場主や移転先の地権者らとの交市は，プライバシーの侵害になり，

乙３渉の妨げになるとして，これを拒絶した（甲２の２の５，８の１，

）。３

市は，平成１１年３月，市議会に平成１１年度一般会計当初予算を提(14)

出した。これには， 斎場建設事業費１１億５９１４万７００増額となった

０円が計上されて 市議会は，これを可決した 。いたが， (甲３の２の②）

控訴人は，平成１１年４月１日，牧場主との間で，次のとおり，「斎(15)

場整備事業に伴う用地・補償等に関する協定書」（本件協定書）を取り交

わした（甲８７の１の１･２， ）。乙５０

土地の引渡時期 森林法２９条の解除予定通知後１８か月以内（３条１

項）

土地代金 ５億２３８５万７９９９円（２条２項）

代替地の取得 市は，用地測量業務等の調査並びに牧場主を申請者とす

る保安林解除及び開発許可等法的な手続に関する調査等を

行う。（６条３項）

建物及び工作物等に関する補償金額 ３億４８４９万７２７８円（８条

１項）

立木に関する補償金額 ２０５万９４４０円（８条１項）

補助金 市は，ｆ区に点在する牧場主の牛舎施設等の移転統合に関して，

損失補償基準に基づき算定した補償金額を上限として補助金を交

付する。（９条１項，２項）

(16) 本件牛舎地付近控訴人は，平成１１年６月１４日，名張市長として，

１３３２万３４５０円及び６７３万２６００円のの民間会社２社との間で

土地の損失補償契約を締結した。同金員は，同年７月３０日に支出された
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。（甲９１の１・２）

(17) 牧場主ほか５名控訴人は，平成１１年６月２１日，名張市長として，

土地所有者らとの間で，次のとおり本件仮契約を締結した（下記シの契の

約については同月２３日。 ）。こ売買代金合計６億２７７７万０７６１円

れらの契約のうち，売買契約については，市議会の議決を経たときに本契

約とみなすこととされていた。これらの金員のうち，下記イの内金２億３

４６９万７２７８円及びウ～シについては同年７月３０日，下記アの内金

３億６６６５万７９９９円については同年８月２０日にそれぞれ支出され

た（甲５３ ）。，乙５５

ア 牧場主との本件２～８･10～16土地の売買契約

代金 ５億２３８５万７９９９円

明渡期限 平成１２年３月３１日

代金支払時期 ３億６６６５万７９９９円 遅滞なく

１億５７２０万円 土地の引渡後

イ 牧場主との本件４土地上の建物の移転に係る損失補償契約

補償金 ３億４８４９万７２７８円

（物件移転料 ３億３５３７万３７３８円）

（その他通常受ける損失の補償金 １３１２万３５４０円）

移転期限 平成１２年３月３１日

代金支払時期 ２億３４６９万７２７８円 本契約とみなしたとき

１億１３８０万円 移転後

ウ 牧場主との本件５･14･15土地上の立木に係る損失補償契約

補償金 ２０５万９４４０円

代金支払期限 本契約とみなしたとき

エ 本件１･19土地の売買契約

代金 ５４４３万５１１０円
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明渡期限 平成１１年７月３０日

代金支払時期 土地の引渡し及び所有権移転登記手続後

オ 本件19土地上の立木に係る損失補償契約

補償金 ４６万８４００円

代金支払期限 本契約とみなしたとき

カ 本件17土地の売買契約

代金 １２９３万１１０５円

明渡期限 平成１１年７月３０日

代金支払時期 土地の引渡し及び所有権移転登記手続後

キ 本件17土地上の立木に係る損失補償契約

補償金 １９０万２０８０円

代金支払期限 本契約とみなしたとき

ク 本件18土地の売買契約

代金 ３７５万１４４０円

明渡期限 平成１１年７月３０日

代金支払時期 土地の引渡し及び所有権移転登記手続後

ケ 本件18土地上の立木に係る損失補償契約

補償金 ４０万２４４０円

代金支払期限 本契約とみなしたとき

コ 本件20･21土地の売買契約

代金 １５１６万４３３４円

明渡期限 平成１１年７月３０日

代金支払時期 土地の引渡し及び所有権移転登記手続後

サ 本件20土地上の立木に係る損失補償契約

補償金 ３５万４２４０円

代金支払期限 本契約とみなしたとき
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（土地所有者は牧場主から先行取得した公社）シ 本件９土地の売買契約

代金 １７６３万０７７３円

明渡期限 平成１１年７月３０日

代金支払時期 土地の引渡し及び所有権移転登記手続後

控訴人は，地方自治法９６条１項８号，同法施行令１２１条の２第２(18)

項，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例３条

により，予定価格２０００万円以上の不動産の買入れには市議会の議決が

必要となることから， 平成１１年６月２５日，市議会会期の最終日である

に，本件各土地を総額６億２７７７万０７６１円で取得する議案を定例会

た。この質疑の途中，議員の要求に応じて を開示追加提案し ｂ-ⅱ第２鑑定

一部 を，したが，取引事例を記載した付属資料の添付を省略するなど のみ

議題終了後に回収する予定とした上で配付し 質たものであった。そして，

の際，控訴人は，本件各土地について，牧場主との間に，仮契約が疑答弁

締結されたことのみ説明し，本件協定書を締結していることは説明しなか

った。また，議員から，平成１２年３月３１日に明渡しを受けることにつ

いて，相手方から条件は付けられていないのかと質問されたのに対して，

（甲２９，助役は，仮契約の中には特段の条件は付されていないと説明した

。４１の3，４２，８３の2）

なお，前日の２４日の日刊紙には，保安林の指定解除の窓口となる県の

担当者が，保安林の解除には公益上必要であることとの法令上の規定があ

り，牛舎は個人の問題で，公益の施設には当たらないとして保安林解除を

否定しているが，他方，斎場建設に関わってきた市の助役は，たとえ解除

ができなくても斎場の建設はできると話しているとの報道がされた（甲６

の１）。これにつき，助役は，２５日の本件議会で，保安林解除はできる

と思っているが，たとえできないとしても保安林解除イコール斎場建設地

の話ではないから，理論的にはいろいろな手法は考えられると記者に説明
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したことを記事にされたものと答弁し，控訴人は，原理原則からすれば，

県の公式回答は新聞報道のようになるであろうが，既に本件牛舎地での斎

場建設に県の事業認可が下りているのであり，都市計画決定された斎場建

設に関連する事業だという公益性，あるいは，ｆ区全体の集落内の畜産施

設の統合，環境整備というような公益性はあるので，これから県の担当者

と交渉していくと答弁した。

また，委員から，保安林の解除まである程度時間がかかると思われるが，

一日も早く斎場を完成させなければならないという観点から，もし保安林

解除が多大な時間を要するのであれば，一時的にどこかへ牛を移動しても

らうなどして工事にかかることも考えられるが，執行部はこのあたりの対

応策を持っているのかと質問されたのに対して，控訴人は，一日も早く解

除できるように県当局にお願いをしていきたい，現在いる牛を一時的に移

動させることは相当の経費負担が伴うので議会でもう少し議論を積み重ね

る必要があるが，既に予算が認められている工事については，現在の場所

で支障のない場所については作業は始めさせてもらおうと思っている，質

問の趣旨は十分検討させて頂きたいと答弁し，順調に進んでいつ着工にな

って供用開始になるのかとの質問に対しては，予定告示を得るまでには少

なくとも半年はかかる，斎場建設を明年度中には着工できればと考えてい

るが，具体的な答えは，もう少し県と詰めた段階で答えたいと回答した

（ 甲 ８３の2）。以上につき， ４１の３，

そして，本件各土地を総額６億２７７７万０７６１円で取得する議案は，

賛成１５票，反対４票で可決された（甲６の2）。

(19) 市においては，ｐⅱ区に建設されたダムの管理を目的に，水資源開発

公団が，平成８年ころから自然環境調査としてワシタカ類の調査を行って

平成１１年７月ころ，本件牛舎の移転先として予定されていいたところ，

るｒ付近において，絶滅危惧種のオオタカの営巣が疑われた。そこで，市
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は，同年８月１２日，日本野鳥の会会員のｄの協力を得て確認調査を始め

た 。 は，平成１２年５月１９日，三重県知事に対し（甲３４の１，２） 市

同報告は，環て，ｒにおけるオオタカの調査に関する中間報告を行った。

境庁（当時）の示す「猛禽類保護の進め方（ガイドライン）」では，保護

策を講じるための調査期間としては，少なくとも繁殖が成功した１シーズ

ンを含む２営巣期間の調査が望ましいとあるが，市は，水資源開発公団ｐ

ⅱダム管理所のモニタリング調査結果を踏まえて考察することにより，調

査期間を十分に補うことができるものとした上で，営巣木は明らかに斎場

建設に伴う牛舎移転計画の事業区域から離れており，営巣中心域も残置森

林は多少含まれているものの，地形の形状変化を伴う加工区域にはかかっ

ておらず，事業計画そのものを見直す必要はないが，高利用域には計画区

域が包含されていることから，オオタカの生息に影響があると予測される

立木の伐採，火薬等の使用については非繁殖期（９～１２月）に実施し，

オオタカとの共存を図ることとすると結論付けた 。（甲５１の１）

控訴人は，平成１１年８月３１日，三重県知事に対し，本件牛舎の移(20)

転のために，名張市ｒの保安林の指定の解除に関する事前相談書を提出し，

平成１２年８月４日，一部を差し替えた（甲２６，５９）。

控訴人は，平成１２年３月１４日，牧場主との間で，上記 アの売(21) (17)

買契約における土地の明渡期限，上記 イの損失補償契約における移転(17)

期限について，同月３１日を平成１３年３月３１日に変更するとの契約を

，議会の承認を得た その後期限は更に平成１４年締結し （甲６１の1･2）。

３月３１日に変更された。

控訴人は，平成１３年３月２３日，農林水産大臣あてのｒの保安林解(22)

除申請書を，三重県伊賀県民局に提出した（甲７２，９９の1･2）。

農林水産大臣は，平成１３年１１月２６日付けで，保安林の指定の解(23)

除に関する予定通知を行い，三重県は，同年１２月４日に解除予定告示を
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行った（甲９０の2･3）。

控訴人は，平成１４年４月，市長選挙で再選を目指したが落選し，ｃ(24)

が新市長となった。

牧場主は，平成１４年４月１３日，控訴人に対して，平成１１年４月(25)

１日付け 協定書による土地明渡期限を，解除告示後２４か月以内との本件

改めてほしいとの要望書を提出した（甲８７の1の4）。

ｃ市長は，平成１４年９月８日，特別委員会の承認を得て，同月１１(26)

日，ｆ区長との間で，上記 の平成１１年２月締結にかかる「斎場建設(12)

に関する協定書」について，斎場建設の位置を本件牛舎地からｆ工業団地

内に変更する 変更協定書を取り交わした（甲８６の2の1）。旨の

(27) の重要施設調査特別委員会ｃ市長は，平成１４年９月１９日，市議会

に対して， 斎場建設予定地をｆ工業団地４号地（ｆ選挙戦の公約どおり，

字α■番■，地積１万５３４１平方メートル）に変更することを提案し，

その理由として，牧場主から上記 のような要望があることから，変更(25)

により事業期間の短縮が見込まれること，その他事業費の削減，用地確保

の容易性及び立地地区の建設同意等を挙げた（甲８６の1の1～6）。そして，

本件協定書の存在が初めて明らかにされた（甲８７の1の1，８７の3の1･

2）。

特別委員会は，平成１４年１０月８日，ｃ市長の変更提案を了承した

（甲８６の2の2）。

ｃ市長は，平成１４年１０月１６日，農林水産大臣に対して，牧場主(28)

から上記 の要望があり斎場建設事業が大幅に遅延するため，斎場の建(25)

設場所を変更することにしたとして，保安林の解除申請を取り下げた（甲

９０の1）。

農林水産大臣は，平成１４年１０月３０日， の取下げを受けて，(29) 前項

上記 の保安林解除予定通知を取り消した（甲９０の2）。(23)
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３ 請求原因(3)ア について（各支出負担行為及び支出に関する共通の違法性）

被控訴人らは，控訴人が市長の裁量権を逸脱濫用して，本件各土地以外の

立地場所を排除し，意図的に本件各土地での立地を誘導した違法があると主

張するので，検討する。

(1) 上記２の認定事実によれば，従来の火葬場には，①老朽化が進み度々修

理が必要となっていた，②市の人口に比して火葬炉が少なく，市民が近隣

の地方公共団体の火葬場を利用しなければならないことがあった，③付近

の宅地化が進み，地元住民から移転の要望があったなどの問題があり，ま

た，火葬場自体が一般的にはいわゆる迷惑施設（付近に設置されることが

望まれない施設）であるとの特殊性もある から，火葬場を早期に住宅こと

地域からある程度離れた場所へ移転又は新設する強い必要性があったと認

められる。

そして，本件斎場の設置場所の検討に当たっては，その施設の特殊性か

ら，地元住民の意向及び土地の買収を要する場合は地権者の意向を第一に

考慮せざるを得ず，加えて，本件斎場を利用することになる市民及び近隣

地方公共団体の住民からの交通の便，設置に要する費用及び期間，他に進

行中の事業や計画との関係等を総合的に考慮することが必要となるのであ

って，当該地方公共団体の首長である控訴人に広範な裁量権があるという

べきである。

これを本件について見るに， (2)，(2) 本件各土地のあるｆ区では，上記２

のとおり，平成８年２月１８日に本件牛舎地での斎場建設の受(10)，(12)

入れが決定され，その後更に協議が進み，平成１０年８月２９日のｆ区臨

時総会において「斎場建設に関する協定書」の締結が可決され，平成１１

年２月２０日，控訴人とｆ区長との間で「斎場建設に関する協定書」が取

り交わされていることからすると，地元住民及び地権者の了解が得られて

いたということができる。もっとも，上記２ のとおり，平成８年１０月(3)
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ころ反対の声があったこともうかがえるが，それが地元住民の全体的かつ

継続的なものであるとは認められず，かかる事態はいずれの場所で建設す

る場合にも多かれ少なかれ起こるものであるから，このことをもって，了

解が得られていないとはいえない。

そして，控訴人は，①本件各土地は交通の便が良い，②買収交渉の相手

方である本件各土地の所有者が明らかとなっている，③本件各土地は集落

から比較的離れていて人目に付きにくい，④本件各土地は既に造成されて

おり平坦地が確保できるなどの事情を考慮し，本件牛舎の移転に伴う損失

補償の支払が必要になることも前提として，本件各土地での斎場建設を決

定したというのであるから，控訴人による本件斎場の設置場所の選定自体

に裁量権の逸脱濫用があったということはできない。

被控訴人 は， 別紙２の「（仮称）斎場建設に伴う用地単価比較(3) ら 原判決

表」は虚偽の内容であると主張するが，上記２ のとおり，本件斎場の立(7)

配布地条件についてのおおまかな傾向を把握するための資料であることは

された特別委員会 特別委員会の委員らも，において説明されていること，

用地単価の比較のみからではなく，地元の意見等を考慮して本件牛舎地を

斎場建設地とすることを了承し，一方関連事業費等の費用になお不明な点

があることから，斎場建設地と牛舎の移転先とを切り離して，後者につい

てはなお検討することと決議したこと 上記の比較表が時間的からすると，

余裕のない状態で作成され，必ずしも ものである こ正確でない としても，

のことから，控訴人が，本件各土地以外の立地場所を排除し，意図的に本

件各土地での立地を誘導したものということはできない。

被控訴人らは，本件牛舎地の立地は，控訴人がｆ区役員に持ちかけて協(4)

力させたものであったのに，控訴人は，議会において地元の決めたことと

虚偽の説明をした また，長年火葬場を抱えてきたｓ町住民からの地元に，

等 確かに，市議会におおける新斎場施設建設の要望 も退けたと主張する。
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いて本件牛舎地を新斎場建設地にすることを発案したのは誰かと度重なる

質問を受けたのに対し，控訴人及び助役はついに明確な答弁をしなかった

こと（甲２４，７０の２・４・８・９，７９の３，８２の２）と，平成９

年３月１日のｆ区の総会で，ｅ-ⅰ前区長が「牧舎地への斎場立地案に市長

から強く同意を求められた」と答弁し（甲８２の３），ｅ-ⅱ新区長も同月

１５日に行われた斎場建設計画に係る懇談会において，「市としてはそこ

が再（最）適地であるということを強く言われた」とか「市長があの様な

遠い所は具合が悪いと。・・・ｚ墓園に近いところを考え直してくれとい

うことでした。」と発言したこと（甲８０の１。同証によれば，「あの様

な遠い所」はｙ町との境界付近を指すこと及び本件牛舎地の隣地はｚ墓園

であることが認められる。）を考え併せると，本件牛舎地に新斎場を建設

することには，市，特に市長であった控訴人の強い意向が働いたのではな

ｆ区が これを了承していることいかという疑いはある。しかし， 区総会で

自体はそのとおりなのであって，控訴人の説明が虚偽 と断定するこである

とはできない。また，上記２ のとおり，ｓ町区付近の区長３０名が，平(3)

成８年１１月ころ，ｓ町に斎場を建設することを要望したことは認められ

るが，それがｓ町区住民の総意であるか やその意思が継続的なもので否か

あるか は不明であって，ｆ区との協議が既に進行していた時期である否か

濫用があことを考慮すると，ｓ町を建設地から外したことに裁量権の逸脱

ったということはできない。

被控訴人らは，上記２ に関して，控訴人 地元出身の職員を使って圧(5) (3) が

力をかけ，地元の自主的・民主的な取組みを踏みにじったと主張するが，

控訴人が何らかの圧力をかけたことを認めるに足りる 証拠はない。的確な

(6) 被控訴人らは，その他，控訴人が，市議会に広い用地買収を認めさせる

ために，市の目標人口が１０万人であるにもかかわらず，１５万人都市を

目標としていると市議会で述べて，人口１５万人規模の斎場の建設を認め
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させた，本件各土地の所有者や事業主が行うべき調査や設計委託を市費で

行った，牧場主との間で締結した本件協定書の中で裁量権を逸脱する合意

をした，本件議会で本件協定書の存在を隠し，質疑応答で来年度には斎場

建設工事に着工できると事実誤認させて，本件各土地の買収の議決をさせ

た，あるいは，本件牛舎の移転先付近にオオタカが営巣していることを知

りながら，市議会で，オオタカは確認できなかったなどと虚偽の発言を繰

り返した等と主張するが，これらの被控訴人らが主張する事実は立地場所

の選定に直接結びつくものではなく，仮にこれらが事実であるとしても，

これらの事実から，控訴人が，本件各土地以外の立地場所を排除して意図

的に本件各土地での立地を誘導したことを推認することもできない。

(7) 以上によれば，本件各土地を斎場建設地と決定するに際して，控訴人が，

市長の裁量権を逸脱濫用して，本件各土地以外の立地場所を排除し，意図

的に本件各土地での立地を誘導したと認めることはできない。


